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本年1月の阪神大震災は、大都市における直下型の大震災として、安全性

よりも利便性を追求してきた戦後50年の公共施設のすべて、交通機関や住宅

および都市施設のみならず道路、河川、港湾施設まで一瞬にして破壊すると

いう何百年に一回の体験を私たちに明示しました。

この貴重な体験は今後の私たちの建設指針に対して活用すべき教訓として、

自然災害に対する私たちの覚悟を促していると思います。

住宅建設を中心に第一の教訓は、地震予知の研究の不完全な現在では、活

断層の走っていることが明らかな地盤に住宅を建設することを避けること。

各人は、自分の住居地が活断層からどのくらいの距離にあるのか自治体や関

係機関にあたってできうる限りの調査をする必要があります。神戸市のごと

く、活断層上の地域では住宅の耐震性を今までよりも強く図らなければなら

ないと思います。

次に、木造住宅は必ず火災の危険があることを覚悟して対策を考えておく

必要があります。ガス管の破損が火災発生の原因になり、大震災には消防力

は無力であることが判明しました。

神戸市長田地区の火災状況のテレビ報道を見ながら、私は50年前の東京大

空襲の体験が生々しく再現されて、住宅の耐火性向上を自分の使命として日

本住宅公団創立に全力を傾けた当時が想起されました。

耐火構造の分譲マンションの破損の修繕には、区分所有法の壁が再建を困

難にしています。今後の公共住宅の建設は、分譲住宅より賃貸住宅を主力に

すべきとも思われます。また共同住宅の住居は、その管理運営の良さがいざ

という時にはっきりしました。日常生活における安全性が、地区全体の相互

連帯性の強弱に左右されることは当然です。
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特別論文

社会資本一公共財と
外部経済効果

中村 エ貝

社会資本一公共財と呼ばれるものは、基本的

には、政府が主導する公共投資の対象となる物

理的資本ストックを意味している。これらの資

本ストックが、なにゆえ他の一般資本ストック

と区別されて、公共投資の対象に選ばれるかに

ついては、それなりの経済理論的根拠がなけれ

ばならなし、

概して、社会資本分野では、通常の市場メカ

ニズムだけに頼って、資本ストックの蓄積、整

備を進めるいき方は、適正資源配分という点か

らみて問題をもつことが多い。社会資本一公共

財の分野では、なにゆえ他の一般経済活動分野

と違って、市場メカニズムの有効機能が期待で

きないかという点は、もともと社会資本一公共

財がもっている固有の経済的特質と不可分にか

かわっていると思われる。いいかえれば、社会

資本一公共財といったものは市場メカニズムの

有効機能を阻むようないくつかの基本特性を備

えていると考えてよい。

そもそも、社会資本一公共財の概念規定は、

その分野に特徴的な市場阻害特性にもとづいて

なさるべきものであろう。

新たな公共投資対象として、最近とくに問題

になっている情報・通信ネットワークなどは、

たしかに、人・物と並ぶ情報のチャンネルとし

て、伝統的な社会資本ストックである交通社会

資本ストックと本質的に変わるところはない。

しかしながら、一部ではより広義の社会資本と

考えられている、コンビューターなどを含む

「新社会資本」となると、そこで使われる社会
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資本概念の意味内容は改めて問い直される必要

があろう。

標準的な社会資本ストックと一般民間の資本

ストックの間の中間的存在ともいえる「公営住

宅Jなどは、いかなる意味で社会資本一公共財

といえるのであろうか。たしかに、交通分野で

も、部分的に同種の効用目的を共有しながら、

典型的な社会資本である公共交通機関I)と通常

の財である自家用自動車が並存している（中村、

1972）したがって、それと同じように、実質的

な所得再分配といった、それなりの公共政策目

的をもった「公営住宅Jと一般の個人住宅が、

部分的に共通した目的をもって並存していても、

不思議はないであろう。

ともあれ、所得再分配のような公共政策的視

点はさておき、ここでの中心的関心事である

「市場メカニズムの有効性」のような問題との

関連からいえば、社会資本一公共財がもつべき

基本特性は、第1に、それを使った生産活動に

みられる著しい規模の経済（economy of 

scale）ないし費用逓減という性質であろう。

この特性は、通常財の競争市場に認められるよ

うな市場均衡の存在自体を否定し、さらに一般

市場行動で前提される各個人企業の局所的な

近視眼的最適化行動（myopicoptimization) 

の意義に対して、グローパルな社会的最適性の

達成という点から、根本的疑義を投げかける。

第2に、社会資本活動は、広範囲の個人企業

に対して多大な外部経済的便益をもたらすもの

であるが、特別な制度的工夫を使って然るべき



内部化を図ることをしないかぎり、その便益効

果は当該社会資本活動の採算面に現われないま

まに、そこでの投資効率評価でもまったく無視

されざるをえない。

第3に、社会資本活動については、通常、大

規模生産の利益がきわめて大きく、とりわけ初

期投資額に関連した、必要設備の最低経済規模

はきわめて大きなものになる。そのために余儀

なくされる大きな投資リスクは、現実の資本市

場の不完全性とあいまって、社会資本分野での

私企業活動の有効性を大きく制限する。

l「社会資本」の意味

社会資本投資によって生まれる物理的ストッ

クを、ここでは社会資本設備、もしくは単に

「社会資本」と呼ぼう。その意味の物理的存在

である「社会資本」に対して、社会資本設備が

含んでいる経済価値だけを「社会資本」と呼び、

その物理的存在形態から区別する解釈もありう

る。しかしながら以下では、「社会資本」なる

ものを、それなりの実物資産価値をもった物理

的存在の意味に解しておく。その物理的資本ス

トックが複数個人一企業に共同利用されること

によって、社会資本サービスが生産されると考

えるわけである。

一つの社会資本設備を利用して生産一消費さ

れる各個人サービスが、個人間で加算可能な等

質サービスとみなしうるような場合、その社会

資本設備から生産されるサービスの社会的総量

については、サービス生産の短期限界費用

(SMC）はゼ、ロ、もしくはゼロに近い小さな値

をとることが多い。その場合、資本設備に対応

した資本費は固定費とみなされ、ために単位サ

ービス当たりの資本費込み平均費用は、一定設

備のもとでは総サービス生産量の増加とともに

急激に低下していく。加えて、そこでの固定費

は、一度設備が建設された後は、大部分 sunk

cost化され、以後、サービス生産をゼ、ロにし

ても回収することはできない。この点は、各時

点の設備規模ならびに生産水準に関連した多期
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聞にまたがる最適化問題を扱うにあたって、資

本投下の「非可逆性」にかかわる新たなダイナ

ミック・プログラミング問題を提起する。

それに対して、異なった個人の消費サービス

が異質、別種類のサービスとみなされるような

場合は、そこでの複数個人向けサービス生産は

一定設備を使って行われる結合生産もしくは結

合供給 (jointsupply）ということになり、問

題の資本費は複数財サービスの生産にかかわ

る共通費とみなされる。結合生産一結合供給の

場合も、往々、結合生産物の種類・範囲がサー

ビス需要者数の増加に応じて増加していくため

に、共通費込みの多種類サービス平均費用は、

広義規模効果の意味あいをもって、サービス需

要者数 サービス生産規模にほぼ反比例する形

で、低減していく傾向がある。

たとえば、航空分野の路線網拡大によるネッ

トワーク効果として、しばしば「規模の経済」

と区別して「範囲の経済」（economy of 

scope）ということがいわれる。路線ネットワ

ーク拡大から生まれる［範囲の経済」 大方

は機材の効率的運用と販売システム面の規模効

果からくる一ーについては、大部分が固定費と

なっているネットワーク全体の共通費のもとで、

純技術的にほとんど「範囲」が限定されている

ような通常の結合生産一一たとえば石油精製に

おける複数石油製品の結合生産 の場合と違

い、そこでは多角的な需要拡大に応じて異種類

の財・サービスの追加的生産が行われ、実質的

に「規模の経済」の場合と同様な形で、生産規

模拡大にともなっての平均コスト低下がおこる

と考えてよい。

社会資本公共財と外部経済効果 3 

nishimura
テキストボックス
(中村氏写真)



さらにまた、社会資本設備の建設には著しい

規模効果があることが多く、そのために需要増

加、生産水準の上昇にともなって、そこでは長

期平均費用一一一各生産水準に対応した最適規模

設備を使うーーが急激に低下していく、という

特徴が認められる。

一方、社会資本サービス生産に関連して、そ

の限界費用がゼロもしくはゼロに近いケースで

も、一定設備のもとでの生産があるレベル以上

に高くなると、多かれ少なかれ混雑現象が現わ

れてくるために、サービス生産の限界費用は生

産レベルの上昇につれて顕著な増加傾向を示す

ことが多い。

同じように投資（開発）によって生まれるス

トックの利用サービスにかかわりながら、混雑

効果の点で以上とまったく対照的な状況は、技

術情報ストックのような無形ストックの利用サ

ービスについてみられる。このような無形スト

ックも、技術開発投資との関連では、一種の社

会資本ストックとみなすことができるが、そこ

には物理的ストックの場合のような容量制約が

まったくみられないために、いかにサービス生

産・消費が増加していっても混雑現象が現われ

ない点が特徴的といえる。

2「公共財」の特質

社会資本と関係の深いものに「公共財jがあ

る。「公共財Jの特質のーっとされる「非競合
性」は、本質的には、社会資本サービスの生産

に特徴的な、短期限界費用ゼロのもとでの大量

サービス生産、もしくはブキャナンの「公共

財j解釈にみられるような、一定共通費（固定

費）だけで行われる広範、多種サービスの結合

生産という生産費面の特性を意味するものと考

えられる（Buchanan、1968）。この場合の共通

費（固定費）は、大方は設備投資支出に対応し

た資本費であるが、まれに、放送電波の放射に

要するエネルギー費用のように、経常費用であ

る共通費がもとになって、結合的に個人消費サ

ービス（電波利用）が生産され、結果的に大き
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な社会的便益が生み出されることもある。

通常の社会資本サービスの場合にはほとんど

問題にならない、生産費と無関係な「公共財」

のもう一つの特質は、消費の「非排除性」であ

る。たとえば、放送設備（社会資本）によって

生産される電波サービスの利用（消費）や、技

術特許サービスの利用（消費）の場合を考えて

みればわかるように、この「非排除性Jという

性質は、関連する所有権制度の問題を別にして、

基本的には各個人のサービス消費の有無・量を

確認し、また必要に応じて特定個人の消費を排

除するのに必要な、管理販売費用の大きさいか

んで決まってくる程度問題といえよう。普通

「公共財jと呼ばれるものは、サービス生産の

限界費用（短期）に比して、この意味の管理的

費用、いいかえれば市場化の費用、が著しく高

いような財サービス、もしくはその財サー

ビス生産に必要な資本設備を意味していると思

われる。このように、管理的費用が著しく高い

という状況は、やはり時間的、空間的に生産と

消費が分離できない、資本ストック利用からの

無形サービス特有の性質と思われる。

以上の考え方からすれば、「公共財」概念を

作ったそもそもの狙いは、厳密には程度問題で

あるが、「非競合性」ならびに「非排除性Jと

いう二つの性質を極度に備えた特殊サービスを

生産するための社会資本ストック一一それから

生まれるサービスではなく一ーに対する「概括

的呼称」を設けることにあったといえよう。そ

して、「公共財Jを特徴づける以上二つの性質

の中で、「非排除性」という性質がそれほど強

くなく、したがって市場化のコストがさして高

くないサービスを生む一般の社会資本ストック

に対して、「制度的存在jとしての「公共財j

は市場化コストとの対比でサービス生産の限界

費用がとくに低く、社会的効率性の点からいっ

て有料化の意味が際立つて低いと思われるスト

ックの中から、政策選択の結果として制度的に

選ばれた存在と解してよい。

他方、教育サービスや医療サービスのような



サービスの生産については、基本的には「非競

合性」にかかわる性質として、資本ストック関

連の固定費のほか、人件費などソフト関連の固

定費が総費用の中でかなり大きなウェイトを占

めてくるために、生産拡大にともなう資本費関

連以外の規模効果の点も無視できない。とくに、

これらサービスについては、「公共財」の基本

特性の一つである「非排除性」はほとんど認め

られず、しかも当面の主関心事である資本スト

ック問題との関連がほとんど認められないため

に、ここではそれを考慮外とした。もし「公共

財jの中に、社会公共の立場からする消費者

選択への介入を前提とした、メリット財

(merit goods）供給目的の「公共財」を含める

とすれば、さらに別の政策的役割を担うべき

「公共財」なるものを考えることもできょう

（中村、 1981）。

一般に、社会資本設備の建設は、立地条件的

にその資本サービスを利用できる個人・企業に

大きな便益機会を提供するが、その資本設備が

以上に述べた二つの「公共財」特性を強く備え

ている場合は、その限界費用に比べて著しく割

り高な管理コストをかけてまで、それぞれのサ

ービス消費量に応じたサービスの有料化を行う

ことは、社会的にみて明らかに非効率である。

生産 消費面でこのような際立つた性質をも

っ大きさKの社会資本設備からのサービスにつ

いては、当該社会資本設備の利用権の有料・無

料一費用負担方式いかんにかかわりなく、そこ

での便益効果を、現実の各個人消費量のほうは

無視して、その享受可能性の代理変数としての

Kだけで捉え、各個人効用（生産）関数に現わ

れる共通変数としてのKそのものを一つの「公

共財J 消費の外部経済を表わしている一ー

とみることも十分意味があろう。

肝心な点は、「公共財」の捉え方として、サ

ービス生産の限界費用の低さ、もしくは結合生

産における共通費の支配的役割を重視し、その

意味で基本的に生産費面の特性を拠り所にする

ような「結合供給」の立場と、効用（生産）関

数に現われる「共通変数」を拠り所にする「消

費の外部経済」の立場の聞に、「公共財」に対

する実態的理解の点で根本的違いはない、とい

うことである。

とはいえ、以上の実態的理解の点はさておき、

「公共財」および通常財の両方の生産一消費を

含んでいる社会的最適化モデルの明確な理論的

定式化をあたえ、「公共財」の存在がなにゆえ

一般の市場行動原理のもとで「市場の失敗」に

導かざるをえないか、を適確に説明できる点で

は、サムエルソンによる「消費の外部経済Jと

いう「公共財」の捉え方は、「公共財」の表現

形式のーっとしてそれなりに大きなメリットを

もつものと思われる（Samuelson,1954、M白血，

1973）。

3「社会資本」によって生まれる

市場的外部経済

ある規模Kの社会資本ストックを所与とすれ

ば、その資本ストックを利用する i番個人のサ

ービス消費量Ckは、サービス対価の有無、水

準いかんに依存しながら、基本的には各個人の

自由選択の結果として決まってくるものである。

このCkの大きさが第三者によって容易に確認

でき、また必要に応じてその値をゼロにする

一一消費を排除する ことができる状況では、

そこでの資本サービス供給は有料化して行うこ

とが可能であり、しかも所与のKのもとでのサ

ービス需給について、価格メカニズムは十分有

効に機能する。問題は、 Kによる有料サービス

が提供されることによって、全般的な市場均衡

状態はいかに変化し、結果として社会的厚生水

準はどれだけ高められるか、という点にある。

通常の採算性のほか、 Kなる資本設備への投資

による社会的厚生水準の上昇幅いかんで、そこ

での社会的投資効率は大きく左右され、その投

資の正当性いかんが判断されるからである。

Kなる社会資本ストックの出現は、外から与

えられる環境条件変化という形で、関連地域の

人々に同時・結合的に大きな便益一一社会資本

社会資本一公共財と外部経済効果 5 



投資後の新たな資本サービスの購入一消費のた

めにおこる余剰増加分 をもたらすが、 Kが

もたらすその意味の便益について、各個人は資

本サービス購入分以外とくに余剰増加分に対し

て対価支払を行うことはない。

その場合の投資便益については、技術的外部

経済（technologicalexternal economies）の

場合と違って、それが新サービスもしくは価格

低下した既存サービスの購入という形で、つね

に市場取引を介して便益享受者にもたらされる

点が特徴的である（Scitousky,1954）。このよ

うに金銭的取引もしくは市場取引を介する、と

いう点に着目して、社会資本投資による外部経

済は、金銭的外部経済もしくは市場的外部経済

(pecuniary external economies）と呼ばれる。

Kを所与として以後のサービス市場の働きを

問題にするかぎり、価格メカニズムは十分有効

に機能していることから、しばしばそこでは

「市場の失敗」はまったくおこらないと考えら

れがちである。

Kなる社会資本投資は、市場均衡点の移動に

ともなって、一般に微小とはいえないサービス

価格変化をひきおこす。結果としてその投資が

もたらす社会的便益は、大部分消費者余剰の形

をとり、かつ複数個人に同時・結合的におこる

余剰増加として現実化されるために、社会資本

投資活動の採算面にはほとんど現われない。

また社会資本投資は、複数私企業に自らの投

資とまったく無関係な同時的費用関数シフト

投入要素として使われる新サービスの登場

もしくは既存サービスの価格低下という形で、

要素取引を介しておこる をもひきおこす。

直接的にはその曲線シフトとなって現われる社

会的便益効果は、そこでの市場条件や法制度の

あり方に依存しながら、一部は関連複数企業の

同時的利潤増加をもたらし、ほかの部分は波及

的な価格低下による消費者余剰増加という形で、

関連地域の複数家計に帰属されていくが、いず

れにしてもその便益効果は問題の社会資本活動

の収入に結びっくことはない。
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社会資本面の与件変化がひきおこす、以上の

費用曲線シフトは、単なる自然現象ではなく、

それなりの資源消費をともなう投資によって生

み出されるものであり、そこでの外部経済的便

益の大きさを決める曲線シフト幅も、結局はそ

の投資の有無、規模いかんで決められるもので

ある。したがって、投資配分問題との関連でみ

るかぎり、その場合の外部経済の有無は市場機

能の有効性と無関係ではありえない。事実、そ

の外部経済的便益をまったく無視して作られた

投資効率を基準に市場的投資配分がすすめられ

るとすれば、社会的にみてきわめて非効率な投

資配分に導くことは明らかである。このような

状況では、むしろ現行市場メカニズムのもとで

の採算性もしくは投資効率とは別に、なんらか

の方法で社会資本投資からの外部経済的便益を

評価し、その評価を織りこんだ社会的投資効率

を基準に、中央計画的に、外部効果が内部化さ

れた場合と同値な市場的投資配分を実現させて

いくことが望ましいであろう（中村、 1974）。

他方、一般の民間投資の場合は、もともと市

場規模との対比で無限小オーダーの大きさの各

個別企業投資が市場均衡に与える影響は無視で

きるほど小さししたがってそこでの市場価格

は投資の前後を通じて変わらないという前提に

立った、一種の完全競争的投資行動がとられる

ために、問題の投資が生む社会的便益効果はす

べて投資主体の利潤増加となって現れる以外に

なく、投資による先の「共通変数」効果も無視

してよいことになる。加えて、基本的に利潤原

理に支配される民間企業主導の市場的投資配分

がもつべき社会的最適性、いいかえれば通常の

利潤指標を拠り所とする一般企業の局所的最適

化投資の積み重ねが、社会的にみたグローパル

な最適投資配分を生み出していくことが仮定さ

れているために、最初から民間投資の市場的外

部経済効果といったものは考える必要がなかっ

たわけである。

以上の点に関連して、無償で一般に利用され

る新技術からの外部経済一一新技術を利用する



企業の生産関数シフトの形でおこる一ーの内部

化の方式は、大いに参考になろう。その新技術

が生み出す外部経済的便益が、ある範囲で新技

術の開発主体の収益に内部化され、しかるべく

開発投資の効率評価に反映されるよう、そこで

は新技術利用の社会的効率性を一部犠牲にする

ことをあえてして特許制度なるものが導入され

ているわけである（Brownand Sib！巴y,1986）。

もし新技術サービスについて特許制度のような

有料化がまったくなされなかったとすれば、新

技術については、それが生む開発コストをはる

かに上回る大きな社会的便益効果にもかかわら

ず、その効果は純然たる技術的外部経済一一新

技術情報がまったく無償で利用されて、利用企

業の生産関数シフトをひきおこすーーにとどま

って、開発投資主体の採算利潤面にはまった

く現われないことになる。このような状況が定

着すれば、技術開発投資については、ついに適

正な投資効率評価は期待できなくなり、早晩、

過少な投資配分からくる大きな社会的ロスは避

けがたいであろう。

また、このような外部経済内部化の役割を果

たす特許料、すなわちサービス価格の決め方い

かんでも大きく変わってくる余剰増加分として

の外部的便益の額が、社会的にその便益発生の

もとになった投資支出に見合ったものといえる

かどうかは、その投資に期待される通常の採算

性と問題の外部的便益の両方を考慮して算定さ

れた社会的投資効率を基準に、別途論じられな

ければならない点である。

結び

各個人一企業に帰属される追加的消費者余剰

利潤の形で現われる社会資本的便益は、問題

の便益効果の代理変数である資本ストック規模

K一一←各個別効用関数費用関数に共通変数と

して現われるーーによって示される。すなわち、

その資本ストック規模Kは複数個人一企業の効

用関数一費用関数を同時・結合的にシフトさせ

る共通パラメータの役割を果していることにな

る。当然のことながら、各個別関数に現われる

Kという共通変数の値の決定、さらにKに関連

した費用負担配分の決定については、「Kが各

個別関数に現われる共通変数である」ことのた

めに、「市場の失敗」は不可避となる。

また、市場的外部経済と呼ばれる前述の状況

でも、異った主体の個別関数に現われる共通変

数の存在という点に着目するかぎり、状況は通

常の技術的外部経済の場合となんら変わるとこ

ろはない。しかしながら、問題の共通変数がい

かなる主体のコントロール下にあるかに関連し

て、そのコントロール主体が一方は政府・公企

業、他方は私企業（個人）というように、これ

ら二つの外部経済の聞には大きな性格の違いが

認められる。

技術的外部経済の場合、そこでの共通変数の

値が個別市場参加者の選択対象になっているこ

とが「市場の失敗」の根本原因であるが、他方

の市場的外部経済の場合は、社会資本ストック

規模を表わす共通変数値の決定主体は個別的市

場参加者でないために、そこでの共通変数の値

を与件とした、以後の市場機能の有効性いかん

の点に関心が集中し、前提的与件としての投資

配分にかかわる「市場の失敗」問題が見落され

がちだ、ったといえよう。
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工ディトリアル・ノート

本号の二つの論文は、日本の住 問題点を認識し現行の制度に移行 で、借家人にもメリットがある。

宅市場の将来の変化を予測あるい したために、良質な借家供給が可 第二は、現行の建築規制を住宅

は展望している論文であり、大変 能になったという経緯を踏まえ、 政策の視点を含めた総合的なもの

興味深い内容である。 制度次第で賃貸住宅ストックも改 に改訂する。貸家経営と立地の関

＊ 善できると述べている。 連を500mメッシュの地図（国勢

島田良一論文では、質が低いと 一方、日本では税優遇措置は持 調査から作成）でみると、駅から

いわれている日本の民間賃貸住宅 家保有促進を意図したものであり、 1 km範囲は共同住宅が多いので、

の改善の方策を考察している。政 貸家経営を保護するものではない。施策によりこの地域を共同住宅適

策で適切に誘導することにより、 また、借地借家法は貸家経営の基 地として貸家経営を誘導するゾー

借家の状況の改善は可能であり、 盤を弱め、流動期待型の賃貸住宅 ンに設定することを推奨している。

そのためには、貸家経営を優遇、 経営を定着させた元凶でもある。 家賃設定の自由度の問題、およ

保護する諸制度を整備することが 借家権が強く保護され、家賃改訂 び、建築規制の改訂は、法的には

有効であると帰結している。 が難しいので良質の借家が供給さ 容易ではないが、近年の東京の賃

まず、英、豪、日本の住宅市場 れにくい。日本では賃貸住宅経営 貸住宅市場の変貌ぶり（改訂家賃

をとりあげ、国によって賃貸住宅 を誘導する施策はとられなかった の低下、空き家の増加など）をか

市場の特性が持家市場以上に異な ので、現在のような低質な借家が んがみ、よりブレキシブ。ルな家賃

っている点を指摘し、それは借家 多く生じたと結論している。 設定によって、借家市場における

を取りまく制度的環境が著しく異 そこで、日本の劣悪な状況の借 市場メカニズ、ムが有効に働くよう

なるためであるとしている。そし 家を改善するためには、日本の賃 政策的に誘導することの重要性を

て優良な賃貸住宅が潤沢に存在す 貸住宅経営を、短期間で号｜っ越し 示唆したものと思われる。大変含

るオーストラリアを例にとり、良 てしまう「流動期待型jから、同 蓄のある示唆に富んだ論文である

質な借家住宅供給を可能にしたの じ借家に長く住む「定住期待型」 とし》えよう。

は、民間貸家経営を優遇する諸制 に変えることが必要であるとして、 ＊ 

度であると結論している。 そのための政策を提案している。 小島俊郎論文では、住宅着工の

たとえば、①住宅投資優遇所得 第一に、貸家経営者を保護する 長期予測を行っている。手法は従

制度、（？.：貸家経営保護制度、③相 には家賃改訂が自由円滑に行われ 来の方法を基本的に踏襲し、住宅

続税がないこと、である。①によ る必要がある。その際発生する借 の将来需要を新規需要（世帯増加

り住宅投資に伴う損金を全額課税 家人とのトラブルを調整する行政 による需要）と更新需要（既存ス

対象所得から控除できるので、節 機関の設置（家賃裁定センター） トックの建て替え）とに分けて推

税効果が高く有力な資産形成手段 の必要性を唱えている。従来、継 計するが、同論文では、両需要の

となる。②は家主の自由な家賃の 続家賃は新規入居時の家賃よりも 推計方法に改良を加えである。主

値上げを許し、借家人は裁判でし どうしても低く押さえられがちで 要な改良点は次の二点にある。第

かこれに対抗できないので家主に あることをデータより明らかにし、ーに、新規需要の推計において、

有利な制度である。③は資産形成 このことが長期貸家経営のネック 世帯類型別も推計する。第二に、

としての住宅投資の有利性に拍車 となっていることを指摘している。更新需要の推計では、住宅の構造

をかける。 入居後も状況の変化に応じて家賃 別、規模別、所有関係別に住宅寿

オーストラリアも、過去には家 を値上げできれば、ネックはだい 命関数を推定する。このような改

賃統制やイギリス型の公営政策を ぶ解消される。当初家賃はそれだ 良を行うことによって、将来住宅

とっていたが、このような政策の け低い水準からスタートできるの 需要が増大するタイプ、あるいは
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余剰ストックとして残るタイプの ら非木造へと移行する。 戸程度であるとされる。この値は、

分析が可能となる。 なお、高齢者夫婦世帯では9割 現況あるいは従来の予測に比べて、

まず、新規需要の推計では、① が持家居住となり、持家指向は根 大きい数値であると思われる。こ

世帯類型、所有形態、規模、構造 強い。一方、高齢者単独世帯では れは、住宅需要の構造的変化によ

別の住宅需要の世帯構成比を推計、持家居住は約6割となる。また、 って余剰になった住宅ストックが

②それに世帯類型別の将来世帯の ライフサイクルと住宅需要の変化 使用されないとして計算されたた

推計値をかけ、さらに空き家を考 の関係については、若いうちは｛苦

慮、して将来必要住宅数を推計する。家に住み、結婚すると持家取得を

①に関して、直接このような将 めざし、高齢者世帯となっても、

めである。

たとえば、小規模、木造住宅か

ら大規模、非木造住宅へと需要構

来構成比のマトリックスを作成す 夫婦が健在なら持家に住むという、造が移行するに伴い、持家の小、

ることはデータ上不可能であるの 従来と同じパターンを将来的もと 中規模住宅、借家の小規模住宅で

で、住宅数ベースで規模×構造の ることが予測された。 余剰ストックが発生し、空き家と

現行構成比マトリックスを作成し、 以上で推計された将来の必要住 なる。余剰ストックがすべて活用

一方、世帯ベースで世帯類型×所 宅戸数は2010年までの15年間で、 されるとして（従来の推計ではこ

有形態×規模の現行構成比マトリ 約860万戸の増加となり、大規模 のように仮定）推計すると、新規

ツクスを作成し、さらに、それぞ 化、非木造化が進行する。この変 必要着工戸数は約140万戸となり、

れ調整を行って将来の構成比を推 化はとくに借家で著しい。 従来の推計とほぼ同じ値となる。

計する。この三つのマトリックス 次に、住宅滅失率を推計するわ この余剰ストックの発生は、小

から共通項目である規模を軸に世 けであるが、規模別、構造別、所 規模、木造住宅の価格（賃料）の

帯類型、規模、構造、所有形態別 有関係別に、住宅残存率（住宅寿 低下あるいは、余剰ストックを利

の合成マトリックスを作成する。 命関数）を求めて滅失住宅の推計 用した増改築の促進などを通じて、

②に関しては、厚生省人口問題 を行い、更新住宅需要を推計した 将来の住宅市場に重要な影響を及

研究所の世帯数推計値を使用して 点にこの論文の貢献がある。これ ぼすことを指摘し、従来の長期推

いる。①に②を乗じて、各予測時 により、余剰ストックとして残る 計ではなかった余剰ストックの推

点における世帯類型、住宅の規模、住宅のタイプを分析することが可 計の重要性を示唆した。

構造、所有関係別の世帯数を求め、能となる。残存率の推計は固定資 このような長期推計は、元来デ

住宅数と世帯数の格差調整を行う 産課税台帳アンケート調査、住宅

ことにより、規模、構造、所有形 金融公庫利用者調査、住宅統計調

態別住宅数を求め、さらに一定数 査など、個票も含めたデータに基

の空き家を加えて将来必要な住宅 づき精微である。

ストック数を推計する。 これらの推計結果から、借家の

以上の作業からも明らかである 方が持家よりも住宅の寿命が短い

ように、同論文での予測のキーポ ことが明らかにされた。これは、

イントは将来世帯数の予測にある。 島田論文でも指摘されたように、

ここでは、住宅需要構造の変化は 日本の借家は短期経営型であるこ

世帯構造の変化を意味する。これ とを裏付ける有力な観察事実であ

らの世帯数変化の予測の下で、将 り、大変興味深い。

来住宅ストックは、持家では中規 さて、以上の推計から、 2010年

模から大規模へ、借家では木造か まで毎年の必要着工戸数は160万

モグラブイツク要因、経済環境な

どの変化があるので大変難しし〉。

本論文では個票を用いるなどして

精密に予測を行い、興味ある結果

を導出している点は大いに評価で

きる。

しかし、予測の精度の多くは、

合成マトリックスの推計に依存す

ると思われるので、このマトリッ

クス作成に際して、どれほどデモ

グラフィックおよび経済的変化要

因を組み入れることができるかが

今後の課題であろう。 (M) 

エディトリアル・ノート 9 



優良な民間賃貸住宅供給の
条件を考える流動期待型の経常的定住期間の経営へ

島田良一

日本の、とくに大都市東京の賃貸住宅市場を、

飛躍的に健全なものにしていくことが求められ

ている。本稿では、この課題を巡って、いくつ

かの問題を取り上げ、できるだけ柔軟な考察を

行ってみたい。あまり堅い論文ではないので、

細部の説明や定義などは省略させていただく。

1 多様に変化しうる賃貸住宅市場

国際比較の視点から外国の住宅市場を見てい

ると感じることであるが、持ち家市場が比較的

相互に似ているのに対して、賃貸住宅市場は、

まるで別世界を覗き見るように思われることが

ある。たとえば、地価の高い国と地価の安い国

で、持ち家市場の性格が変わることは当然であ

るが、その条件の差を考えれば、その国際的な

市場の格差についても理解できそうな気がする

のである。

これに対して、賃貸住宅市場の違いは隔絶し

ている。民間賃貸住宅が機能しえないイギリス、

良質な民間賃貸住宅市場が成立しているオース

トラリア、建設戸数は多くても零細な住宅しか

供給されない日本の3か国を比較してみても、

その違いは相当なものである。同じ自由主義経

済の先進国でありながら、なぜ、かくも相互に

異なった市場が形成されるのであろうか。

よく考えてみれば、日本だけでも、戦前の一

時期の賃貸住宅市場は、比較的良質なものが存

在していたというし、逆に、時期によっては、

家賃統制が厳しく実施されねばならないほどの

供給不足・需要過多になったこともある。戦後

IO 住宅土地経済 1995年秋季号

だけでも昭和30年ごろまでは、木造アパートで

さえ供給されなかった時代があった。

1930年代の大恐慌が不動産市場の不況によっ

て説明されたことがあったが、その主体は賃貸

住宅市場の供給過剰にあったように思う。

賃貸住宅市場というものは、円滑な市場メカ

ニズムを期待できないことが少なくないのであ

る。供給に時間がかかるなど、市場条件の変化

に対して、非弾力的な反応を示すことが起こり

やすいのである。

よく、公的賃貸住宅の家賃を市場家賃に連動

させるとか、市場家賃を基準にして決めるとい

うようなことがいわれるが、本来、市場家賃は

決して安定的でも、合理的でもないことを考え

に入れておく必要がある。これを逆に考えれば、

現在の日本の賃貸住宅市場も、条件の変化に応

じて、急激な変化を示す可能性があると同時に、

誘導を間違えれば、条件の変化に反応しないこ

ともありうるということである。

私自身の感覚で判断するかぎり、今、日本の

賃貸住宅市場は大きな変化の入り口に差しかか

っているように思う。政策的な対応がないとし

ても、この変化はかなりのスピードで進行する

であろうが、政策的に適切に誘導すれば、従来

の経緯に比較して、飛躍的に大きな変化がおこ

るであろうと考えられる。

この変化を簡単にいえば、「流動期待型の経

営から定住期待型の経営への転換」ということ

になるのであるが、これは本稿の後半で考える

ことにする。



2 優良な賃貸住宅の潤沢な市場

一一オーストラリアの事例

戦前の日本にもそういう時期があったそうだ

が、現在のオーストラリアの賃貸住宅市場は優

良な住宅が潤沢にストックされている。

こういうことをいうと、地価の安い国だから

とか、人口が少ないからだとかで、当たり前だ

と考えるひとが多いらしい。大体、オーストラ

リアの住宅事情など参考にならない、そんなも

のを調べても意味がないと考えるらしいのであ

る。日本で国際比較というと、英米独仏との比

較を意味すると、亡くなられた下総先生がよく

いわれていたことを思い出す。どうして英米独

仏の4か国でなければいけないのか、よくわか

らないが、とにかく現実に、オーストラリアの

住宅市場についての調査などだれにも相手にさ

れないのである。遊びついでの、不真面白な研

究であると考えられてしまうのであろうか。日

本では規範として外国をみる見方が一般的であ

るが、そろそろ脱却すべきだと思う。 10年ほど

前、英国の調査をしたときは、結構原稿を依頼

されたが、オーストラリアの調査では、だれも

相手にしてくれないのである。

そうはいっても、私もあまり詳しく調査した

わけではないので、不正確な面があることをお

許しいただきたいが、まずはその日本との違い

を考えてみたい。前述の賃貸住宅市場の可変性

についての実感を得た契機が、オーストラリア

の住宅事情の観察であったので、あえて説明を

しておきたいのである。

オーストラリアといってもシドニーのある

NSW （ニューサウスウエールズ）州だけの見

聞であるが、当地では住宅の賃貸市場と売買市

場がほぼバランスしているといわれている。借

家の週当たり家賃の約1000倍が売買価格になっ

ている。利子率が5～6%であるとするとそう

いう計算が成り立つ。もっとも、オーストラリ

アは金利の高い国だから、 5～6%というのは、

庶民の定期預金金利程度で、投資資金金利とし

しまだ・りょういち

1936年東京都生まれ。東京大学

工学部建築学科卒。現在、東京

都立大学工学部建築学科教授。

著者：「建築工事の価格・費用

とその変動j（鹿島出版会）、

「もめごとなしに住宅を建てる

法J（共著、鹿島出版会）、「か
たちのイメ ジ・ジェネレータ

-J （鹿島出版会）

て考えれば、やや低すぎる数字になるだろう。

いずれにしても、賃貸に住んでも、持ち家に住

んでも、経済的負担がほぼ同じであり、どちら

を選ぶこともできるというのは興味深い。

住宅市場のどこがどう違うのであろうか。

限られた情報で判断し、わずかの紙幅で安直

な解説をするのは危険で、あるが、その市場構造

が従来の日本のそれと隔絶していることは確か

である。

この違いを支えている制度の第一は、俗にネ

ガティプ・ギヤと呼ばれる住宅投資優遇所得税

制度である。これをわかりやすくいえば、住宅

投資にともなう損失を、全額、所得税課税対象

所得から控除できるという制度である。限界所

得税率が高い国だから、一定以上の所得の人に

は節税効果が高く、資産形成の手段として、賃

貸住宅投資を行う人が多い。資産総額に枠を設

けているので、 1軒固までは有利に資産形成で

きるが、数が増えてくるとブレーキがかかるよ

うになっている。その詳細と効果の程度につい

ては不詳であるが、ある自治体の高官が、この

国の銀行は、企業や自治体にお金を貸すより、

住宅融資を優先すると嘆いていたのを見ても、

住宅投資優遇税制の強さが理解されよう。

注目すべき第二の制度は、賃貸借関係におけ

る貸家経営保護制度である。具体的には、家主

は家賃値上げを自由にできるということになっ

ているのである。もし、借家人がその家賃値上

げに異議があれば、自ら、家賃裁判所に申し出

て、裁定を依頼しなければならない。一番簡単

なのは、値上げされた家賃を払うか、出て行く

かである。これは借家人に対して大変過酷な制
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度のようであるが、実際には良質な貸家は潤沢

にあるから、あまり、大きな問題にはなってい

ないらしい。不足気味なのは廉価な小規模貸家

のほうなので、公営住宅の建設は、小規模住宅

を主力に行っている。

第三に挙げておくべきは、この国でデス・デ

ユーティ（死の義務）と呼ばれる、相続税なし

の制度である。資産の再評価による課税は行わ

れていても、それも先送りできるようなことを

いっていたので、住宅投資が安定的な資産形成

として、より魅力的になるようになっているよ

うである。相続税や地価税についての是非論な

ど、興味ある問題もあるが、ここでは深入りは

しないことにする。

このように、オーストラリアでは、住宅投資

優遇がほとんど国是となっているといってもよ

いかもしれない。これをどう評価するかは人に

よって異なろう。これを白人社会の保護策とし

て位置付け、国策としての多民族国家と対置す

ることもできょう。しかし、ここでは、住宅市

場が制度次第でここまで変わりうるという側面

に注目しておきたいのである。

こうした制度は、昔からこうなっていたので

はなしかつては家賃統制やイギリス型の公営

住宅政策をとっていたようであるが、それに問

題があることに気付いて、変更したとのことで

ある。歴史的な展開までは調べていないので、

その経緯については解説できない。

ちなみに、オーストラリアの連邦政府は、労

働党であり、 NSW州地方政府も最近、労働党

になった。住宅政策は地方政府の所管であり、

NSW州の場合、最近までの保守系連立内閣の

政策が今後、どう変化するかも注目しなければ

ならないだろう。

オーストラリアの住宅事情から、私自身が得

た教訓は、次の点である。

①日本の住宅市場も、意図するにせよ、しない

にせよ、われわれが選んできた諸制度の結果で

ある。

②日本において、とくに劣悪な賃貸住宅の供給

12 住宅土地経済 1995年秋季号

が長期にわたり体質化してきたのは、これを改

善しようとする政策がとられず、そのビジョン

すらもたなかったことの結果である。

③日本の賃貸住宅経営を流動期待型から定住期

待型に変わりうるよう、諸制度を組み替えるこ

とがわれわれの取組むべき課題であり、それは

不可能ではない。

当面、必要なのは、この制度改革への明確な

ビジョンを確立することである。

3 日本の民間賃貸住宅供給の条件は、

意図的に作られたといえるか

現在の賃貸住宅投資の動機の主たるものとし

て、固定資産税の節税、あるいは相続税対策が

あることはよく指摘される。これは政策的に意

図されたとおりの効果なのであろうか。

土地に対する固定資産税は、住宅が建てられ

ていると半額になり、一戸当たりの敷地面積が

200m＇以下であると、さらに半減された税額と

なる。この半減は場合によっては3分の lに減

じられる場合もある。その結果として、税額が

6分の lに減額されるのである。日本の税制も

ずいぶん住宅を優遇しているというべきなので

あろう。こうした制度は、住宅が持ち家である

か貸家であるかにかかわらず適用されるから、

結果として貸家経営者はこの制度を利用すべく、

貸家供給を行うことになったのである。

しかし、固定資産の減税制度は、どちらかと

いえば、持ち家所有者を念頭において作られた

ものであるといったほうが正しいように思う。

固定資産税が上がれば、家賃の上昇を招き、借

家居住者を苦しめるかもしれないという配慮、は

あったと思うが、貸家経営を誘導するような考

え方はなかったであろう。負担に対する配慮、は

あったが、経営に与える影響は十分に考えてい

なかったのではないか。

固定資産評価額の引上げも、貸家経営のこと

までは考えていなかったのであろう。実際には、

固定資産評価の改定は、住宅優遇税制を強化す

るかたちになっているのである。



相続税対策としての住宅投資も、貸家経営者

サイドが、税制における固定資産と流動資産に

対する評価の差異を巧みに突いたものであって、

こうした効果を期待して評価の差を設けたもの

ではなかったろう。

要するに、現在の日本の賃貸住宅経営の基盤

は、貸家経営の誘導を考えて作られたものでは

ない。一方、借地借家法が、長い間、借家権の

保護を一般的に継続してきたことが、貸家経営

の基盤を弱めてきたことも、よく指摘されると

ころである。

借家権の保護下にあって、昭和30年代に始ま

る木造賃貸住宅の大量建設は、人口の都市集中

と世帯の細分化を主因とする膨大な住宅需要と

インフレ成長経済を背景として、流動期待型と

いう異常な賃貸住宅経営を定着させてきた。

借家権が強く保護され、物価変動に合わせて

家賃の改定がしにくい状態にあるかぎり、良質

な賃貸住宅の供給は阻害される。貸家経営の本

来の形である定住期待型の経営は、芽を摘まれ

てしまうのである。借家権の保護は、多くの借

家人の住居費負担の軽減という効果を発揮した

が、その一般的適用が、供給される賃貸住宅の

質を低水準なままに放置する結果となった。

借家権の保護は、常に個々の借家人の当面の

経済負担を軽減してきたのであるが、結果とし

て、借家層の長期的な将来を奪ってきた。借家

権の保護が、良質な賃貸住宅供給を阻害してき

たからである。借家法の場合もまた、負担の軽

減を考えるが、賃貸住宅経営の誘導というよう

なことは考えていなかったといわざるをえない。

民間の賃貸住宅経営は、戦後に関するかぎり、

いわば必要悪のように見られ、これを積極的に

育成したり活用しようとする考え方は主流には

ならなかった。これは単に政治家や行政当局の

みならず、住宅問題の専門家を自ら任ずる研究

者の間でも同じであったように思う。

現在の民間賃貸住宅経営の置かれている状況

は、どういう角度から眺めても、意図的に計画

されてできあがったものではないのである。

4 流動期待型の賃貸住宅経営の終膏

戦後日本の民間賃貸住宅経営は、ごく最近に

いたるまで、居住者が入居しても、しばらくし

たら転出してほしいという、いわば居住者流動

を期待する傾向があった。この居住者流動期待

型の経営を支えていたのは、進行する物価騰貴

と所得水準上昇、借家権の保護を背景とする家

賃値上げの困難、その結果としての継続賃料の

相対的低廉化、恒常的に増加し続ける若年単身

者の住宅需要などであった。

インフレの進行に合わせて、絶えず、家賃を

適正な水準に改定していくためには、入居者が

絶えず転出し、空き家化した住戸の家賃を改定

して次の入居者に賃貸することを繰り返してい

ればよかった。増え続ける若年の単身者は、流

動性が高く、ーか所に定住することが少ない。

また、空き家化しでもすぐ別な単身者が入居し

てくる。したがって、この階層に焦点を合わせ

た住宅を供給していれば、貸家経営は比較的安

全かつ効率よく資金を回収できたのである。

本来、安定的な社会の貸家経営は、定住期待

型を取るものであり、住戸が空き家化して家賃

の損失が生じるのを恐れるものである。戦後日

本の民間賃貸住宅市場が長期間、昭和30年以降

に限定してみても、約40年の長きにわたり、流

動期待型の経営を中心に成立してきたことは、

異常な例外的出来事であったというべきであろ

う。この聞の急激な経済成長、都市人口の増加、

世帯規模の縮小など、日本の都市社会の未曾有

の変化によってのみ、この40年という長さの理

由を説明できる。

流動期待型の場合には、供給される住宅の規

模を小さくすることで、一住宅あたりの家賃は

少額であっても、単位床面積当たりの家賃収入

は、割高に取れる。急変する経済下にあって、

小規模な住宅経営の長期的成立を考えにくいこ

とから、経営は短期的な資金回収を狙うことに

なる。長期的資金回収を必要とする、良質で規

模の大きな住宅は供給されにくい状態が続く。
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良質な住宅を供給すれば、単身者より定住性の

高い世帯が入居し、転出の確率が下がるから、

家賃の改定がしにくくなり、貸家経営の収益性

を低下させる。

良質な賃貸住宅の不足は、本来、借家層とな

ってもよい世帯まで分譲住宅需要に向かわせ、

地価上昇に拍車をかけることになる。

この2～3年の賃貸住宅市場（東京を考えて

いる）の変化を観察すると、以上に述べたよう

な、流動期待型の貸家経営の基盤は、すでに崩

壊し始めていることが読み取れる。 2年おきに

礼金を取るといった、追い出し型の契約更新が

なくなるだけでなく、需給の逆転を背景として、

空き家化を恐れる家主の言動がいろいろな形で

表面化するようになっている。

景気の低迷を背景として、物価が安定し、所

得水準の伸びも少ないことから、家賃改定は値

上げどころか、値下げを迫られる場合まで生じ

ている。賃貸需要の伸びも低迷し、一部の立地

の悪い住宅には、空き家が続出して、貸家供給

自体も全国的に後退を続けている。

出生児童数の減少や、高学歴化進行の頭打ち、

都市への人口流入減少などにより、若年者の住

宅需要の縮小が懸念されている。

こうした現象を総合的に考えてみると、もは

や従来の流動期待型の賃貸住宅経営は、その成

立が難しくなっていることが読み取れる。

現在の賃貸住宅経営者は、長い間慣れてきた、

流動期待型の住宅経営を転換する道を模索して

いる状態であると考えてよいだろう。流動期待

型を定住期待型に転換するには、いくつかの条

件を整える必要がある。今の状態は個々の経営

者に、将来のビジョンが見えていない状態なの

である。

個々の経営者に、定住期待型の貸家経営の可

能性が理解されれば、良質な賃貸住宅の供給が

堅実に成長するであろう。今のように、今後の

ビジョンを掴みあぐねている状態の中でも、す

でに新築される民間賃貸住宅の規模は上昇し始

めているのである。
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5 合理的な家賃水準の維持

一一良質賃貸住宅成立の鍵

現在のように、物価が安定し、地価が下落さ

えしている状況では、家賃の値上げどころでは

ない。十分な家賃が取れないから供給が止って

いるのであって、家賃の適正な改定など、当面

はどうでもよくなったと考えている人もいるだ

ろう。

確かに、今のような物価安定ないし物価下落

の経済下にあっては、家主にとって家賃の改定

は重要な問題ではなくなる。こうした状態が定

常化するという保証があれば、それに合わせて、

定住期待型の良質な賃貸住宅を供給することが

可能であろう。もし、そういう保証が本当に確

実であれば、家賃の改定を考えなくても経営が

成り立つからである。経営者にとっては、空き

家化して家賃収入の欠損が生じる恐れのほうが

相対的に大きくなり、居住者の定住を期待する

良質な住宅が供給されやすくなる。

しかし、貸家経営の立場から考えれば、今の

ような物価安定の状態がいつまでも続くとは信

じられないであろう。永年の経験で、理屈抜き

に長期的経営の難しさを知っているからである。

物価変動に合わせて適正な家賃改定ができない

のであれば、長期的経営は破綻せざるをえなしユ。

図1は、住宅統計調査結果に現れた、継続家

賃の相対的低廉化の傾向である。これは貸家全

体の平均値の比較であるが、同じ建築時期であ

っても、入居時期が新しいほど家賃が高くなる

傾向が観察されよう。空き家化したり、滅失し

たりする住宅が、どの階層にも均等に発生する

という保証はないから、このグラフの格差がそ

のまま継続家賃のためであるとすることはでき

ないが、継続家賃の問題が存在し、場合によっ

ては、大きく経営を非効率化していることの証

拠であると考えてよいだろう。

このような継続家賃の問題は、長期的にゆっ

くりと進行するが、インフレ・成長経済下にあ

っては、この問題の進行は相対的に加速される。



図l 建築時期入居時期 l畳当り家賃・間代／借家（専用住宅）
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物価が安定していれば、継続家賃の低廉化が起

こりにくい。家賃の適正な改定の必要性は、イ

ンフレ率の高いときほど高まるといってよいだ

ろう。

今後、経済成長率が低水準に推移し、インフ

レ率も低水準にあれば、それだけ、家賃の改定

の必要性は少なくなる。極論の好きな人なら、

家賃の値上げ改定などは、インフレ率の高いバ

ブル経済を前提にした発想であり、これからの

経済には必要がないなどというかもしれない。

もし、インフレ率が低水準にあれば、家賃の

値上げができなくても、家屋自体の陳腐化、老

朽化に比例する程度の新旧家賃格差となり、問

題が生じない可能性もある。家賃改定特約なし

でも、合理的な貸家経営が成立する可能性はあ

ると考えねばならない。

家賃改定の必要性は、インフレ成長経済の時

代より少なくなっていくと考えられなくもない。

低成長時代の物価安定経済のもとでは、継続家

賃の低廉化が起こりにくいのである。

しかし、良質な賃貸住宅が、相対的に低廉な

家賃で供給されるためには、貸家経営の長期採

算を考えざるをえない。長期経営を適正な家賃

改定の保証なしに開始することもまた、難しい

のである。長期経営であるがゆえに、その経営

の中途でどんな経済変動にさらされるか、予測

しきれないのである。

良質な賃貸住宅の供給が円滑に行われるため

， ， ， 

には、長期的な経営採算、適正な家賃改定、

金融税制の優遇措置の活用などを柱とする、

定住期待型の経営が一般化しなければなら

ない。そうした経営の転換を達成する鍵は、

適正な家賃改定の円滑化である。裁判をし

たり、多大な費用、時間、労力をかけなけ

れば、家賃の改定が難しいならば、家主は

家賃改定を諦めざるをえないし、そういう

ことであれば、定住期待型の良質な貸家を

供給する家主は数多くは出ないであろう。

従来どおりの流動期待型の短期採算経営に

近いものが主流にならざるをえないのであ

る。

新借地借家法を審議した衆議院法務委員会に

おいて、清水法務省民事局長は、地代家賃の改

定について、物価スライド条項のような改定特

約は基本的には有効で、あると説明している。物

価指数の選択が不適当で、計算された改定家賃

が周囲の状況とバランスしないというようなこ

とがなければ、あらかじめその改定方法を物価

指数などで取り決めておいてもよいということ

である。今回の法改正において、家賃の改定の

理由として、経済条件の変動の一項が付加され

たことの意味は決して小さくないのである。

定期借地権で話題を撒いた今回の法改正は、

すでに裁判結果の積み重ねで固まりつつあった、

特約による家賃改定の合法性を明確にしたので

ある。

実際に用いられる指数はどのようなものにな

るか、ここで深入りするつもりはないが、注意

深い検討が必要であり、いくつかの方式から選

択できるような契約方式とすべきだと考えられ

る。中立的な機関として、家賃裁定センターと

でも呼べるようなものが設立されるのがよいよ

うに思われる。

さて、この項での結論を急ぐことにしよう。

適切な家賃水準の維持が可能になれば、長期

的な採算を考えて家賃を決めることができる。

家賃が後で値上げできるならば、当初家賃はそ

れだけ低い水準からスタートできる。長期的な

優良な民間賃貸住宅供給の条件を考える 15 



図2 1、2階建て共同住宅に住む世帯の増減数（減少）／昭和60年～平成2年
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定住が、家賃改定の障害にならなければ、家主

は居住者の流動より定住を期待し、空き家化し

ないように、競って良質な住宅を割安に供給し

ようと努めるだろう。

さらに、貸家経営に対して、当初返済額が少

なくなるようなステップ償還制度を強化するな

ら、これもある程度まで当初家賃を低額化でき

る要因となる。

このような条件を設定すれば、従来の貸家供

給とは異なる賃貸住宅供給が可能となる。この

ような条件下の定住期待型の貸家は、従来の膨

大な賃貸住宅ストックより隔絶して良質なもの

となるので、市場競争力があり、空き家損失を

最小限にできるであろう。

問題は、こうした貸家経営をひとつの流れと

して定着させることである。住宅政策のひとつ

の焦点は、こうした貸家経営を誘導し、失敗さ

せないように保護育成することでなければなら

ない。総合的で、効果の上がる誘導策が構築さ

れねばならない。

貸家住まいが、貧困や生活不安定のシンボル

でなく、合理的な都市生活を象徴する、プラ

ス・イメージの象徴に転換していかなければな

らないと考える。

6 硬直的な土地利用規制の功罪

以上に述べたような、良質な貸家経営の成立

のために考慮すべきもうひとつの残された重要

な問題は、その立地に対する配慮、である。経済

的条件とは多少異なる要素なので、最後に補足

するかたちで言及する。

最近の空き家急増が立地のよくない小規模貸

家に観察されたことは、賃貸借住宅市場におい

て、立地要因が従来に増して重要になってきた

ことを意味している。流動期待型の小規模アパ

ートを、どんな立地でも供給しさえすれば入居

者が埋まるという時代は終わったのである。

図2と図3は、それぞれ東京近郊の、 1、2

階建て共同住宅の居住世帯の減少、 3～5階建

て共同住宅の居住世帯の増加を、 500mメッシ

ユ別に、昭和60年国調～平成2年国調の5年間

について地図化したものである。

図2では、山手線内部とその西側の地域で、

大幅な減少が見られ、木造アパート居住者の減

少を主因とするものであると考えられる。一方、

図3の3～5階共同住宅居住世帯の増加は、郊

外の鉄道沿線に観察され、その内訳は、分譲マ

ンションと賃貸非木造アパートの世帯増である

と推定される。

市場メカニズムとしては、移動しやすい居住

者は地価が高く居住条件のよくない都心の木造

住宅から、郊外の鉄道沿線の非木造共同住宅へ

転出しているということである。

その転出先の多くは、民間供給の共同住宅で

あり、公的に供給される住宅の立地は、民間マ

ンションあるいは民間アパートよりやや異なっ

たものになっている。

図4の3階以上の共同住宅の立地をみてもわ

かるとおり、駅から 1kmの範囲にその大部分が

立地している。市場メカニズムとしては、共同

優良な民間賃貸住宅供給の条件を考える 17 



表l 東京都の生産緑地統計抜粋

生産緑地 生産緑地 市街化 生産緑地 生産緑地 市街化
平均面積 指定率 区域内 平均面積 指定率 区域内
rrt % 農地率% rrt % 農地率%

目黒 1, 727 70.2 0.44 町田 2,538 54.0 8.36 
大田 1,558 36.1 0.15 小金井 3,252 72.9 10.32 
世田谷 2,263 65.6 3.87 小平 5,688 84.2 13.81 
中野 2, 184 54.1 0.65 日野 2, 718 47 .1 10.25 
杉並 2,875 69.5 2.05 東村山 4,571 68.7 13.92 

~t 1,017 67.8 0.04 国分寺 5, 721 69.3 18.76 
板橋 1,504 29.4 1.50 国立 4,476 60.7 11. 77 
練馬 3, 182 58.8 8.80 回無 5,777 80.3 13 .12 
足立 1,696 15 .1 5.08 保谷 4,617 70.5 15.05 
葛飾 1, 391 45.5 2.04 福生 1,393 30.5 2.68 
江戸川 1,340 31.8 2,83 狛江 2,925 69.1 10.92 
八王子 2,328 44.7 3.60 東大和 2' 771 55.0 8.48 
立川 6,499 72.9 13. 97 清瀬 7' 461 81.8 25.32 
武蔵野 3,846 79.3 3.93 東久留米 6,011 82 .8 17.93 
三鷹 5, 180 84.0 13. 71 武蔵村山 3, 132 55.3 13 .17 
青梅 2, 141 57.8 2,95 多摩 1, 918 41.2 3.49 
府中 2,497 61.3 7.24 稲城 2,594 70.9 7.66 
昭島 2,551 54.2 6.22 秋川 1,932 30.9 6.43 
調布 3,384 71.0 11.05 羽村 1,959 56.2 7.00 

住宅は立地の悪い場所では成立しにくいという

ことであろう。

また、表1は東京の区市別の生産緑地に関す

る統計であり、その平均規模が示されている。

その数値はおおむね1500～6000ばであり、図5

にみるとおり、その規模は市街化区域内の農地

の規模にもおおむね類似していると推定される。

こうした規模の土地は、計画的な団地開発の対

象としては小規模すぎるが、賃貸または分譲の

共同住宅の敷地として十分な利用価値をもって

いる。こうした土地が分割され、持ち家志向の

住宅需要者に分譲されてしまうのは、有効な土

地利用の達成という視点からは残念なことであ

る。 2000ぱの土地であれば、 200m＇に分割され

れば10戸しか家が建たない。中層の共同住宅で

あれば、その倍の住宅戸数を建てられる。

もちろん、こうした想定は、その土地の建築

規制によって多少の別な数値になる。低層の一

戸建て住宅地を想定した低層住居専用地域が指

定されていれば、そこには低層の共同住宅しか

建てられない。駅から 1kmぐらいの範囲は、共

同住宅適地として、建築規制、環境保全、住宅

建設資金融資、土地住宅税制などについての、

総合的な誘導策が構築されるべきである。

東京近郊の駅周辺の既成戸建て住宅地の多く

は、こうした誘導策がないままに乱開発された

結果である。現在の建築規制も、その適用地域

18 住宅土地経済 1995年秋季号

－ ・：生産緑地
ロロ ．その他の農地 I( －又は宅地

の大部分が同じ轍をふむようなものになってい

るように思える。ニュータウンや大規模住宅団

地の開発は、美しい住宅地を建設できるが、そ

の他の地域に対する効果はごく弱い間接的なも

のにとどまらざるをえない。

市場メカニズムを通じての民間賃貸住宅市場

の改善の第二の鍵は、住宅政策の視点を含めた、

建築規制の見直しであり、もう少し総合的に考

えれば、規制緩和が乱開発にならないような総

合的誘導策を構築することが必要なのである。

なお、本稿に関連して、次の2稿を公表して

いる。あまり、重複しすぎるのはよくないと考

え、本稿では十分に説明しなかったこともある。

関心のある方は、参照していただきたい。また、

次年度の住総研、研究報告書に、より詳細な検

討結果を公表する予定である。

(1）島田良一他（1993）、「9216賃貸住宅部門の将来

展望に関する研究（1）」『研究年報No.20、III研究報

告』糊住宅総合研究財団、 267頁 275頁。

(2）島田良一他（1994）、「良質な民間住宅供給の成

立条件について」（付、リロケーション事業に関す

る調査結果概要）『第10回ハウジング研究報告集』

制日本住宅協会、 25頁－32頁。



住宅需要の長期推計
2010年の住宅需要

小島俊郎

はじめに

過去になされた住宅需要の長期推計では、将

来住宅需要を新規需要（世帯数増加による需

要）と更新需要（既存ストックの建て替え）と

に分けてとらえているものが多い。今回の推計

でも大筋ではこのアプローチを踏襲するが、新

規需要と更新需要の双方に関して新しい手法を

導入し、より精搬な予測モデルの構築を目指し

た。

第ーは、新規の住宅需要は世帯数の増加によ

るとしたが、住宅需要の内容は世帯のタイプに

よって大きく異なっている。たとえば、単身世

帯や親子世帯では、需要される住宅の建て方や

規模が異なってくるのは当然で、あろう。このた

め、今回の推計では、世帯類型別に住宅需要を

図1 将来における新設着工戸数の推計フロー

将来の予測世帯数 ｜ ｜現存住宅ストック

世帯類型別、壇働止構造別、所有再婚別 ｜ ｜ 規樹l、構造別、所前曹別

住宅・世帯格差率推計 ドー滅失率推計

将来必要住宅ストック

規模別、構造別、所有形態別

将来における残存戸数

規模別、構造別、所有形態別

必要住宅着工戸数

壇糊lj、構造別、所有形態別

推計している。

第二に、更新需要の予測にあたっては、住宅

の寿命がどのくらいあるのかということが鍵と

なる。住宅の寿命も構造、規模、所有関係によ

って異なっていると考えられる。このため、今

回の推計では固定資産課税台帳の個票デー夕、

住宅金融公庫の利用者の個票デー夕、住宅統計

調査のデータを用いて構造別、規模別、所有関

係別に住宅寿命関数を推定している。

こうした手法を取り入れたことにより、将来

住宅需要が増大するタイプ、あるいは余剰スト

ックとして残るタイプの分析が可能となってい

る。

1推計方法のフロー

前述のとおり、長期的な住宅需要の水準は、

世帯数の増加に伴う新規需要と既存ストックの

滅失に伴う二つの構造的要因によって決定する

と考え、両者の将来推計値から必要住宅着工戸

数を推計している。推計方法のフローは図 1の

とおりである。また、今回の推計では全国ベー

スの住宅ストックを「世帯類型別J、「所有形態

別」、「規模別」、「構造別」の4区分に分類して

行っている。これらのデータは、すべて住宅統

計調査より引用しているが、 4区分に分類する

うえで、住宅統計調査の数値を再分類して使用

している。その対応は表lのとおりである。ま

た、推計期間は、 1994年～2000年、 2001年

～2005年、 2006年～2010年の各期間について行

っている。
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将来世帯数の推計
表1ーデータの再分類の整理

2 
1）世帯類型別・・・ 「世帯種類」「世帯の型」をもとに分類

将来世帯数の推計は大きく

三つに分けられる（図 2）。

推計に使用した分類 住宅統計調査における分類

・非高齢単独世帯 「I人世帯」のうち65歳未満

・高齢単独世帯 「l人世帯」のうち65歳以上

1番目は、世帯類型ごとに将

来の規模別、構造別、所有形

態別の住宅需要の世帯構成比

を推計することである。 2番

目は、世帯類型別に2010年ま

でどのように推移するかとい

う推計である。 3番目は、使

用する統計の違いによる調整

・非高齢夫婦のみ世帯 「2人世帯」のうち「夫婦のみ世帯」（65歳未満）

・高齢夫婦のみ世帯 「2人世帯」のうち「夫婦のみ世帯J (65歳以上）

・親と子世帯 各世帯種類のうち夫婦と子のみからなる世帯

・その他世帯 上記以外の世帯

2）所有形態別・回目…「住宅の所有関係」をもとに分類

推計に使用した分類住宅統計調査における分類

・持家 「持家」

・借家 「f昔家」
3）規模別…J 居住室の畳数」をもとに分類

推計に使用した分類住宅統計調査における分類

・小規模 「6.0畳未満」～「15.0～17.9畳」

である。 ・中規模

－大規模

規模などの

(1993年実績で延べ床面積約53ぱ以下に相当）

「18.0～20.9畳」～「30.0～35.9畳J

（同53ぱ～106m＇に相当）

「36.0～59.9畳」～「60.0畳以上」

（同106m＇超に相当）

世帯構成比の推計
4）構造別……「構造」をもとに分類

推計に使用した分類住宅統計調査における分類

規模別などの世帯構成比の

推計については、住宅タイプ

に細分化する必要性から、

・木造 「木造」および「防火木造」

・非木造 「ブロック造」「鉄骨・鉄筋コンクリート造」

2010年までの世帯類型、規模別、構造別、所有

形態別の世帯構成比を推計している。しかし、

住宅統計調査では、今回の 4区分を直接求めら

れる集計表がないため、住宅統計調査から直接

データが得られる①規模×構造の構成比マトリ

ックス（住宅数ベース）と世帯類型×所有形

態×規模の構成比マトリックス（普通世帯数ベ

ース）を作成し、②マトリックスの各項目ごと

にタイムトレンド（表2）を用いて項目ごとの

将来構成比を推計し（たとえば構造別であれば、

木造と非木造の将来構成比）、③求められた項

目ごとの将来構成比をプレーター法により将来

の規模×構造の構成比マトリックス（住宅数ベ

ース）と世帯類型×所有形態×規模の構成比マ

トリックス（普通世帯数ベース）に展開して、

④両マトリックスを共通項目である規模を軸に

合成したマトリックスを作成した。この合成マ

トリックスは、世帯類型別に、規模、構造、所

有形態別の構成比率を表しており、予測期間中

のライフステージごとにどのような住宅に居住

しているかを比率でみるものとなっている。
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およびその他

図2一将来世帯数の推計フロー

一構成比の推計一一一一一ー

規模推計構造推計

～元ータ一法）

規模x構造マトリックス
（住宅数ベース）

所有形態推計 規模推計

・ ．
いプレーター法）：

世帯類型×所有形態x規模
7トリックス（普通世帯数ベース）

~て合成
世帯類型×規模X構造×所有形態

マトリックス

「人口問題研究所
；世帯類型別世帯数推計値；

；世帯格差率推計 j

世帯類型別、規模別、構造別、所有形態別
普通世帯数予測値（住宅統計調査ベース）

世帯類型別の推計

世帯類型別の推計については、厚生省人口問

題研究所の世帯数推計値（1993年10月推計）を

使用している。これは、同研究所が新しく開発

した家族類型別純遷移率法を用いた推計であり、

この手法が究族類型の形成と分解のプロセスを

安定性の高い純遷移率を基礎に推計しているた
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表2 推計方法一覧

l 規模・構造｜区

規模｜小

中
大

木
非木

規
規
規

0.920 

0.910 

0.900 

0.940 

0.930 

0.970 

0.960 

0.950 

した。このため、世帯格差率（「普通世帯J/

「一般世帯」）を求め、「一般世帯」ベースを

「普通世帯」ベースに変換している。世帯格差

率の将来値については、 1に近づきつつあり、

上昇の度合いが徐々に低減していることから対

数回帰を用いて推計した（図3）。

二つ目の調整は、調査年次の違いの調整であ

る。両調査とも 5年に 1度の調査であるが、国

勢調査は西暦が5で割り切れる年に調査を行っ

ているのに対して、住宅統計調査は西暦で1の

位が3または8の年に実施されている。このた

め、単純に「一般世帯jと「普通世帯」の格差

をとると、定義の違いに加え経年変化による差

が含まれることになる。経年の変化が加わると

格差率がIを超える可能性が生じるため、今回

の推計では国勢調査の間の年を自治省の「住民

基本台帳に基づく全国人口・世帯数表人口動

態表Jにより推計し、補完した系列を作成する

ことによって、住宅統計調査の調査年における

年1993 1988 1983 1978 
0.890 
1973 

、＂＇la 

世帯類型 規模、所有形態 推計方法 R' 

非両齢者単独 規 模 小規模 直線回帰 0.9938 
中規模 直線回帰 0.9842 
大規模 直線回帰 0.9936 

所有形態 持家 平 均 値

借家 平 均 値

高齢者単独 規 模 小規模 直線回帰 0.9985 
中規模 直線回帰 0 .9662 
大規模 直線回帰 0.9917 

所有形態 持家 直線回帰 0.9268 
借家 直線回帰 0. 9268 

非両齢者夫婦 規 模 小規模 劣化曲線回帰 0. 9997 
のみ 中規模 成長曲線回帰 0. 9218 

大規模 成長曲線回帰 0. 9903 

所有形態 持家 成長曲線回帰 0.3835 
借家 劣化曲線回帰 0.3835 

高齢者夫婦 規 模 小規模 劣化曲線回帰 0. 9932 
のみ 中規模 劣化曲線回帰 0.9478 

大規模 成長曲線回帰 0.9838 

所有形態 持家 成長曲線回帰 0.9128 
借家 劣化曲線回帰 0.9128 

親 と 子 規 模 小規模 劣化曲線回帰 0.999 
中規模 残 差

大規模 直線回帰 0.9974 

所有形態 持家 成長曲線回帰 0.9458 
借家 残 差

そ の 他 規 模 小規模 劣化曲線回帰 0.8888 
中規模 劣化曲線回帰 0 .8996 
大規模 成長曲線回帰 0. 9146 

所有形態 持家 平 均 1直
借家 平 均 ｛直

構

め、従来の推計手法より信頼性が高いと考えら

れる理由による。

世帯の調整

統計の違いによる調整は、二つに分けられる。

一つ目は定義の違いによるもので、厚生省人口

問題研究所の推計は国勢調査がベースの「一般

世帯Jという概念が用いられているのに対して、

住宅統計調査では「普通世帯」という概念が用

いられていることである。「一般世帯」と「普

通世帯Jの主な違いは、会社の寮、寄宿舎など

に住む単身世帯を「一般世帯」が含むのに対し

て、「普通世帯」では寮、寄宿舎は住宅ではな

いとして含まないことにある。今回の推計では、
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比較を可能にしている。推計する目的が住宅であるため、住宅統計調査

の「普通世帯」ベースの世帯数を用いることと
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将来の規模、構造、

所有関係別世帯数

表3 世帯類型別、所有形態別、規模別、構造別マトリックス（世帯数）
2000年 （単位：千世帯）

最後に、将来における

合成マトリックスと世帯

数を乗じることによって、

各予測時点における住宅

の規模、構造、所有関係

別の世帯数（普通世帯数

ベース）が求められる

（表3）。

世帯の将来の動きを概

観すると、 2010年までは

その他世帯を除き、すべ

ての世帯区分で増加して

いる。親と子世帯が全体

の4割を占める傾向は変

わらない。しかし、親と

子世帯の住宅需要は、持

家は中規模から大規模へ、

借家は木造から非木造へ

所有

形態

持家

借家

縦

2005年

所有

形態

持家

借家

縦

とシフトする。 2010年

高齢者世帯は、単独世

帯、夫婦のみ世帯とも増

加し、とくに高齢者夫婦

のみ世帯はその9割が持

家居住となり、持家指向

が根強いことがうかがえ

る。一方、高齢者単独世

帯は、持借比率がほぼ

6: 4で推移する。所有形

所有

形態

持家

借家

縦

規模 構造

小規模 木造
非木造

中規模 木造
非木造

大規模 木造
非木造

小規模 木造
非木造

中規模 木造
非木造

大規模 木造
非木造

/>. ι1 ilt 

規模 構造

小規模 木造
非木造

中規模 木造
非木造

大規模 木造
非木造

小規模 木造
非木造

Eド規模 木造
非木造

大規模 木造
非木造

ι 門 計

規模 構造

小規模 木造
非木造

中規模 木造
非木造

大規模 木造
非木造

小規模 木造
非木造

中規模 木造
非木造

大規模 木造
非木造

/>. 「T E十

態別にみると、借家はその 4割が非高齢者単独

世帯が占め、持家は約半数が親と子世帯となっ

ている。

以上のことから、若年の単独世帯のうちは借

家に居住し、世帯形成に伴って持家取得が進み、

高齢者世帯となっても夫婦が健在なうちは持家

世 帯 類 塑

J単ド独高世障措有借 単高独齢世帯布 非婦高の齢み布世帯夫 高の齢み高世夫婦帯 親世と帯子 世そのf帯也
合計

61 70 30 ;3 40 23 266 
103 119 :;o 72 67 39 449 

.JI/ .J6;) 633 679 1.848 505 4. 548 

.J25 475 646 693 1.884 516 4. 638 

.J52 520 1.310 1.492 7 .831 3.010 14 .616 
II 89 224 256 1.342 516 2.505 

2. 233 265 291 89 459 185 3.522 
3.775 448 493 151 II I 312 5. 955 

721 179 656 142 1.858 347 3 903 
736 182 669 145 1.896 354 3.981 

06 26 61 23 390 60 615 
10 4 10 4 67 10 105 

9. 065 2 842 5.072 3. 788 18. 458 5.877 45 103 

世 帯 類 l¥'i 

J単ド独高齢世者帯 単高独齢世帯者 非婦高の齢み世者帯夫 高の齢み者世夫婦帯 親世と子帯 世その帯他
合計

40 46 21 29 17 12 164 
94 109 49 68 40 29 389 

344 474 562 648 1. 248 340 3.616 
494 680 806 930 1. 790 487 5.187 

498 708 1.431 1.801 8. 526 2 .632 15. 596 
120 170 344 433 2.051 633 3. 753 

1. 759 231 224 66 253 115 2. 648 
4 .187 549 533 157 601 274 6. 302 

724 243 636 149 1.623 276 3.651 
1.039 349 913 214 2.328 395 5. 239 

74 47 73 30 549 62 836 
18 11 17 I 132 15 201 

9. 393 3. 617 5.608 4.534 19, 158 5, 271 47 ,581 

世 帯 類 塑

非単高独齢世帯者 高単独齢世者帯 非婦高の齢み世者帯夫 高の齢み者世夫婦帯 世親とて帯f 長の事
合計

25 27 14 18 6 6 95 
83 92 46 60 19 21 319 

269 459 457 584 110 218 2' 762 
542 925 922 1.178 1. 563 441 o, oil 

517 921 1. 429 2,033 8,934 2,204 16. 038 
175 311 482 686 3,016 744 5, 413 

1. 318 183 158 45 111 68 1. 884 
4' 412 612 530 149 372 229 6, 305 

678 311 558 146 1.336 206 3,236 
1, 368 628 1, 124 295 2,693 416 6,525 

93 81 78 37 763 61 1.112 
31 27 26 12 257 20 375 

9,512 4,578 .5,825 5, 243 19 844 4, 634 49 636 

3新規必要着工戸数の推計

新規必要着工戸数の推計は、世帯の増加に伴

うストック増と、住宅の滅失に伴う更新需要の

二つに分けて推計している。

に居住する、というライフステージの進展に伴 将来必要ストック数の推計

う住宅需要の変化は、将来的にも従来と異なる 新規に必要となる住宅着工戸数（新規必要着

ものではないと考えられる。 工戸数）は、将来の必要住宅ストックと残存住

宅数を求め、両者の差をもって求めることがで
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表4 住宅・世帯格差率の推移及び予測値

持 家 貸 家

小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模

1983年 1.086 1.113 1.147 1.061 1.095 1.132 

1988年 1.096 1.115 1.158 1.079 1.106 1.132 

1993年 1.102 1.117 1.128 1.118 1.120 1.080 

1995年 1.102 1.117 1.144 1.118 1.120 1.115 

2000年 1.102 1.117 1 144 1.118 1.120 1.115 

2005年 1.102 1.117 1.144 1.118 1.120 1.115 

2010年 1.102 1.117 1.144 1.118 1.120 1.115 

備考 1993年値 1993年値 平均値 1993年値 1993年値 平均値

表5ーパターン別にみた将来必要住宅ストック
（単位：千戸）

所有形態 規模 構造 1995年 2000年 2005年 20日年

持 家 小規模 木造 445 293 180 105 
非木造 536 495 429 351 

中規模 木造 6,089 5,078 4,037 3,085 
非木造 4,426 5, 179 5, 792 6,220 

大規模 木造 15' 111 16, 726 17,848 18' 354 
非木造 1,848 2,866 4,294 6' 195 

f並居 家 小規模 木造 4,946 3,936 2,960 2' 106 
非木造 5,956 6,655 7 ,043 7,047 

中規模 木造 4,437 4,371 4,088 3,623 
非木造 3,225 4,458 5,866 7,306 

大規模 木造 493 686 931 1,240 
非木造 60 117 224 418 

総 言十 47,452 50,860 53,694 56,050 

き、将来必要となる住宅ストック数は、世帯数

に一定割合の空き家などの戸数を加えたものと

定義できる。空き家などの戸数には、空き家

（セカンドハウス、賃貸・分譲用の空き家な

ど）、一時現在者のみの住宅、建築中の住宅が

含まれている。通常用いられる空き家率とは、

空き家を住宅総数で割ったものであり、ここで

いう空き家などよりも狭い概念であるため、区

別する必要がある。従来行われてきた長期推計

では、世帯数に空き家を加えて（または、空き

家率で割り戻して）総住宅数を求める例が多い

が、この手法では一時現在者のみの住宅などが

考慮、されていないため、過少推計になる可能性

が高い。本来であれば、空き家などの戸数の各

区分ごとに推計をして、総住宅数を算出するこ

とが望ましいが、これらの区分ごとの推計に必

要な情報（たとえば空き家の規模別分布、所有

関係など）が得られないことや、細分化して推

計することに伴う誤差の拡大を考慮して、本推

計では住宅統計調査により、規模別、所有形態

別ごとに住宅数と普通世帯数から住宅・世帯格

差率（総住宅数／普通世帯数）を推計し、これ

を世帯数予測値に乗じることによって必要住

宅ストック数を推計している。このため、空

き家および空き家率については、別途推計を

行う必要があるが、前述のとおり空き家につ

いての情報は限られていることから、今回の

推計では行っていない。

住宅・世帯格差率の推移および予測値につ

いては、表4のとおりである。予測値の算定

については、観測数が3時点（規模別、所有

関係別で比較できるのは1983年の住宅統計調

査からである）と少なく、関数推計に問題が

あり、全体でみた住宅・世帯格差率の上昇率

が頭打ちとなっていることから、原則として

直近の調査時点の1993年の住宅・世帯格差率

がそのまま推移すると仮定し、 1993年時点の

格差率で固定した。しかし、大規模な持家お

よび貸家のように1993年時点で減少している

ものについては、過去3時点の平均値を用い

ている。

以上から求めた必要住宅ストック数は、 1995

年で4745万2000戸、 1996年～2000年までが5086

万戸、2001年～2005年までが5369万4000戸、2006

年～2010年までが5605万戸となり、 15年間で約

860万戸増加する（表5）。需要の変化としては、

全体として大規模化、非木造化が進む。とくに、

持家の木造小規模住宅は、 1995年の44万5000戸

から2010年には、 10万5000戸と四分のーまで減

少するのに対し、借家の大規模住宅は、木造、

非木造とも大幅な伸びを示しており、借家にお

いても規模に対する需要はますます大きくなっ

ていくと考えられる。また、中規模住宅では、

1995年時点では木造が過半を占めているが、

2010年までに非木造が過半を占めるようになり、

主役が交代することになる。

住宅滅失率の推計

住宅の滅失パターンは、住宅の規模、構造、

所有形態によって異なると考えられる。しかし、

従来の長期推計では、住宅統計調査の建築年次

別の住宅ストックの推移から滅失住宅の推計を
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行うのみであり、こうした規模別などの滅失ノf

ターンは考慮されていなかった。今回の推計で

は、規模別、構造別、所有形態別の住宅残存率

（住宅寿命関数） 1）を求め、これを建築年次別既

存ストック数（規模別、構造別、所有関係別）に乗

じることで、更新需要の推計を行っている。

①構造別残存率

構造別の残存率は、 1991年11月に全国3227市

町村に対して行った固定資産課税台帳アンケー

ト調査に基づき推計した。この調査では、建築

年次別に1991年1月1日における現存住宅棟数、

および1990年1月1日～12月31日の除却棟数を

調査している。このデータを基に、住宅の寿命

は建築年次によって変化しないとの仮定をおく

と、経過年数と除却戸数から、住宅残存率の累

積確率密度関数を最小二乗法により推定できる。

今回の推計では、木造では対数正規分布が、非

木造ではワイフツレ分布がもっとも適合したため、

これを用いている。なお、固定資産課税台帳ベ

ースでは戸数ではなく、棟数ベースであるため、

共同住宅については 1棟当たり 5戸と仮定して

いる。この結果、非木造では経年40年程度まで

は木造よりも長い寿命特性をもつが、それ以降

は急激に滅失する傾向がみられる。住宅全体と

しては、木造住宅ストックが大半を占めるため、

住宅全体の寿命も木造の傾向に引きずられる傾

向がある。

なお、非木造の寿命が築後40年を経過すると

木造の寿命より短くなる理由としては、抽出し

た非木造データが戦前になると極めて少なくな

ることから、 l棟滅失する影響が過大にでてい

る可能性がある。

②規模別残存率

規模別の残存率データは、住宅金融公庫の

「公庫融資利用者調査」に基づき算出した。

1993年度の住宅金融公庫の、マイホーム新築融

資利用者の中から建て替えによるものを抽出し、

従前住宅の面積ごとに滅失までの経過年数を調

査した。これを、対数正規分布に当てはめて累

積確率密度関数を推定している。

24 住宅土地経済 1995年秋季号

表6 住宅の滅失パターン

所形有態 （規居面住積模室） 構造
ノfタ

考 察
一ン

持家 小規模 木造

非木造

以中規模t 
木造

非木造

借家 小規模i 主
非木造

以中規模上 目三主二
非木造

図4 パターン別残存率
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規模の小さな住宅は構造に
関係なく、比較的早期に減
失すると与えられる。

持家、木造の大部分がー－P
建であり、非木造住宅に比
べて比較的Ii＇－めに滅失する
と堵ラえらオLる。

ゴド木＠f主主の大開1ラ子は分子議
7 ンションであり、所有者
の権利調幣がつかないと建
て脅えできないことから、
木造に比べると滅失は~く
なると考えられる。

持家と借家を比較すると借

家の方が相対的に早く滅失
する傾向がある。

一持家、小規模

ーー持家、中規模以上、木造
．．．持家、中規模以上、非木造

一一借家

経年

住宅規模の違いによる残存率は、規模の小さ

い住宅のほうがかなり速いスピードで取り壊さ

れていることがわかる。ただし、公庫の申込者

の大半が中規模以上の住宅を建設しているため、

全体の平均でみると、大規模の住宅寿命の分布

にかなり近いものとなっている。

③所有形態別残存率

所有形態別残存率は、住宅統計調査のデータ

を使用した。住宅統計調査では、調査時点にお

ける住宅の利用形態が持家か借家かを問うてい

るため、残存率の変動には物理的な滅失のほか、

持借聞の所有形態の移動の要素も含まれること

になる。さらに、データが4時点という制約上、

適当な曲線の当てはめが困難であることから、

観測時点を直線補完して経年別の残存率を算出

している。

所有形態別の残存率は、借家の方が持家より



表7 新規必要住宅数の内訳（期中合計）

所形有態 規模 構造 94～ 2000年
必要住宅 持家 小規模 木造 221 
ストック 非木造 52 
の増加数 中規模 木造 1,540 

非木造 927 

大規模 木造 2,265 
非木造 1,302 

借家 小規模 木造 -1, 001 
非木造 1,400 

中規模 木造 80 
非木造 1,598 

大規模 木造 249 
非木造 70 

縦 l口〉、 言十 4,919 

住宅滅失 持家 小規模 木造 89 
戸 数 非木造 63 

中規模 木造 746 
非木造 309 

大規模 木造 1,630 
非大造 115 

借家 小規模 木造 737 
非木造 539 

中規模 木造 665 
非木造 293 

大規模 木造 65 
非木造 ；》

縦 l口斗 計 5,256 

il- 計 持家 小規模 木造 132 
（新規必要 非木造 11 
住宅数） 中規模 木造 794 

非木造 1,236 

大規模 木造 3,895 
非木造 1, 417 

借家 小規模 木造 264 
非木造 1,940 

中規模 木造 584 
非木造 1,892 

大規模 木造 314 
非木造 75 

縦 Z口~ 計 10' 175 

（単位．千戸）

2001 2006 
～05年 ～10年

112 75 
65 78 

1,041 -953 
613 428 

1, 122 506 
1,428 1,900 

976 854 
388 3 

282 465 
1,408 1, 440 

246 308 
107 194 

2,834 2,356 

65 63 
58 65 

587 599 
310 390 

1,296 1,380 
122 170 

563 556 
499 595 

506 528 
271 380 

54 68 
5 9 

4,336 4,804 

47 12 
8 13 

-453 -353 
923 818 

2,417 1,886 
1,550 2,070 

413 -298 
887 598 

224 63 
1,678 1, 821 

299 376 
112 203 

7' 170 7' 160 

も寿命が短いことがわかる。住宅統計調査

上、経年30年までのデータしかとれないが、

借家は市場のニーズ、に対応しないと経営上

不利になり、ニーズに合わせるための更新

が持家に比べて早いと考えられることから、

長期の推計においても同様の傾向がみられ

ると考えられる。

以上で求めた構造別、規模別、所有形態

別の残存率のパターンを合成すると、組み

合わせは12パターンできるが、住宅の特性、

およびデータの安定性を考慮して、住宅の

残存率のパターンを4つに分類した。また、

データソースが異なるため、

②構造別の残存率は、中規模以上の持家に

等しいと仮定する、

⑥ベースとするケースは、構造別残存率

（持家、中規模以上）とする、

①データソースの違いは、それぞれの全体

の残存率の聞の格差率を乗じることによ

り補正する、

という前提で算出している（表6、図4）。

着工戸数の算出

新規•JC、要住宅数欄のマイナスは、余剰ストックが発生することを表す。

これまで算出した将来の必要住宅ストッ

ク数から、残存住宅数を減ずる（あるいは、

必要住宅ストックの増加数に住宅滅失戸数

を加える）ことにより、新規必要着工戸数

表8 年平均必要住宅着工戸数 （単位：千戸） が求められる。この結果をまとめたものが、表
所有形態 規模 構造 94～2000年 2001～05年 2006～10年

持家 小規模 木造 。 。 。
非木造 2 。 。

中規模 木造 。 。 。
非木造 177 185 164 

大規模 木造 556 483 377 
非木造 202 310 414 

計 937 978 955 

借家 小規模 木造 。 。 。
非木造 277 177 120 

中規模 木造 83 45 13 
非木造 270 336 364 

大規模 木造 45 60 75 
非木造 11 22 41 

言十 686 640 612 

縦 fr 言十 1, 623 1,618 1,567 

余剰ストック 170 184 135 

余剰ストックを発生させない場合 1,453 1, 434 1,432 

7、表8である。予測期間中の着工戸数は、年

間160万戸程度になると推計された（表8の縦

合計欄）。着工の構成をみると、小規模住宅は、

1994年～2000年時点、で17.2%のシェアを占める

が、 2006年～2010年には7.6%と大幅にシェア

を落とすのに対し、大規模住宅は50.2%から

57.9%へとシェアを伸ばしている。構造別にみ

ると、非木造が57.8%から70.3%へと大きくシ

ェアを伸ばし、着工の主流を占めている。所有

関係別では、規模や構造ほどシェアの変化は大

きくないが、持家指向の高まりが続いている。
余剰ストックが発生している区分については、すべて新規必要住宅
戸数をゼロとしている。 全体として、持家では大規模非木造、借家にお
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いては中規模非木造が着工の中心になる。

従来の長期推計では、 130万戸～140万戸とい

う推計値が多く、この年平均160万戸程度とい

う推計値は、従来の長期推計の推計値と比べて

かなり高い水準となっている。これは、木造住

宅のうち、小規模および中規模の持家、小規模

の借家において、予測期間中、余剰ストックが

年平均13万5000戸から18万4000戸存在している

ためである（表7の合計（新規必要住宅数）欄

のうちマイナスとなっている住宅タイプ）。余

剰ストックは、世帯数に対応する必要住宅スト

ックの需要が減少するため、滅失を考慮、しでも

なお余る住宅ストックで、これらの住宅は予測

期間中着工されないことになる。もし、この余

剰ストックが使用されることになれば、予測期

間中の着工水準は年平均140万戸程度で推移す

ることになる。すなわち、従来の手法では、規

模や構造などの要因に考慮していないため、す

べての既存ストックが有効に活用されるという

前提で推計されていることが、推計値の差とな

って現れていると考えられる。

また、表7の必要住宅ストックの増加数の欄

でマイナスとなっている住宅タイプのうち、合

計（新規必要住宅数）欄ではプラスに転じてい

るものがある。この住宅タイプも、余剰ストッ

クが発生するタイプと同様に、その住宅タイプ

に対する世帯数増加に対する新規需要が発生せ

ず、逆に減少している住宅タイプであるが、そ

の減少幅を上回る滅失戸数が発生しているため、

更新需要としての住宅着工が必要となるもので

ある。ストック数が減少していくという点では、

余剰ストックが発生する住宅タイプと同様のタ

イプである。このことから、余剰ストックが発

生するか否かは、その住宅タイプのストックの

減少幅に対して更新需要が多いか少ないかによ

って決定されることになり、更新需要が多くて

も新規需要が発生しない住宅タイプは、将来の

新たな余剰ストックとなる可能性が高い住宅タ

イプであるといえる（現に、今回推計した借家

の小規模非木造は2000年までは更新需要により
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新規住宅着工が必要となっているが、それ以降

は余剰ストックが発生している）。

また、今回推計した2010年までは世帯数が増

加しているが、 2010年以降世帯数の増加が減少

に転じる可能性が高いことから、世帯累計の変

化によっては、すべての住宅タイプに余剰スト

ックが発生する可能性があるといえよう。

余剰ストックの活用について

本推計に基づけば、 2010年までに年平均13万

5000戸～18万4000戸の余剰ストックが発生する

ことになる。余剰ストックは、住宅タイプが小

規模・木造住宅から大規模・非木造住宅へと需

要が移行することにより発生する。したがって、

余剰ストックが発生するのは、持家の小、中規

模住宅および借家の小規模住宅である。これら

の余剰ストックは、年平均の着工戸数が160万

戸の場合、第一次的には空き家としてカウント

される。今回、全体の空き家率などについての

推計は行っていないが、これらの余剰ストック

が、空き家に加わるとすると、空き家率を約5

%上昇させることになる。しかし、資源の有効

活用の観点から、これらのすべてが物理的住宅

寿命を全うするまで空き家として存在している

とは考えにくい。余剰ストックが、次のような

形で着工戸数に影響を与えると考えられる。

1番目は、余剰ストックの多く発生する小規

模・木造系の住宅市場では、需給ノfランスの悪

化（供給過剰）がもたらされることから、借家

の賃料を、また持家については中古住宅の価格

の下落を促すと考えられる。この結果、相対的

に大規模・非木造住宅の価格が上昇し、価格の

低い小規模・木造住宅への需要が増大し、余剰

ストックが減少することが想定される。この場

合、規模、構造の需要割合の変化を通じて既存

ストックの利用が促進され、着工戸数を引き下

げる効果をもつが、質の向上という観点からは、

その改善テンポを遅らせることになる。

2番目は、増改築の促進である。余剰ストッ

クは、物理的には十分利用可能なストックであ



り、とくに戸建ての住宅であれば、少なくとも

規模の問題は増築によって解決できる。すなわ

ち、小規模住宅の余剰ストックは、中規模以上

の利用可能なストックに転換されることになる。

この場合、中規模以上の残存率が上昇するのと

同じ効果により着工戸数は減少するが、規模な

どの需要割合の変化がないことから、 160万戸

の着工と同様の質的向上は維持される。

いずれにせよ、余剰ストックが大幅に増加し、

それが利用されないということは社会的にみて

大きな損失であり、その活用が図られる必要が

あり、政策的な支援が必要となろう。活用につ

いては、とくに土地という限られた資産に着目

すると、住宅として再利用するだけではなく、

その土地の需要に応じた住宅以外への転用も、

視野に入れなければならないだろう。

おわりに

今回の推計では、 2010年までに余剰ストック

が生じる場合、年平均160万戸という高水準の

着工戸数が必要であることがわかった。また、

推計では、世帯の動向や住宅寿命という構造的

要因によって推計し、金利動向や地価の動向と

いった経済的要因については考慮、していない。

とくに、構造や規模といった要因については、

今後も徒来のトレンドが続くという仮定の下で

試算を行っている。こうした仮定の下では、以

下のような問題点が生ずると考えられ、今後検

討が必要で、ある。

第 1に、今回は経済的要因について考慮しな

かったが、経済的要因は予測期間が1年程度の

短期予測などでその説明変数に使われているこ

とから、こうした構造的需要を潜在化、あるい

は顕在化させる効果をもっと考えられる一方、

世帯構造の変化や住宅需要の動向といった構造

的要因やそのトレンドに対しても大きなインパ

クトを与えると考えられる。今回の推計のよう

な、単方向的なアプローチでは、こうした要因

によるフィードパック効果を考慮していないた

め、さまざまな問題が抜け落ちている可能性を

否定できない。たとえば、高齢化社会になれば、

貯蓄率が減少し、実質金利が高まることも予想

されるが、こうした住宅の社会費用の変化に伴

う需要の変化は、残念ながら今回の手法では推

計されていない。

第2には、今回の推計において、大幅な余剰

ストックが発生することを示唆したが、推計は

需要者サイドの要因によってのみ行っており、

住宅市場を考慮していない。余剰ストックが与

える影響のところでもふれたが、実際にはこう

した住宅市場の機能がストックなどについて大

きな影響を与えると考えられる。その影響の程

度について、今回の試算で与は行っていない。

第3に、住宅の滅失率についてもデータの制

約上、建築年次によって住宅残存率に差異がな

いとして推計している。しかしながら、建築技

術の進化や環境の変化により物理的滅失スピー

ドは変化し、経済的な減価による影響も、残存

率推計を行う時点ごとで変化すると考えられる。

こうした住宅寿命の変化をより反映させるには、

経年的な滅失状況を調査する必要があり、こう

した情報が広く開示されることが望まれる。

以上の問題点は、いずれも予測手法に取り込

むことは難しいが、今後積極的に検討していく

必要がある。

＊本稿は、住宅金融公庫、（財）住宅金融普及協会、

（財）住宅融資保証協会で組織する住宅金融総合研究

会の着工予測研究会の報告を基にしており、詳細は

同研究会の報告書を参照されたい。なお、本稿のう

ち、意見にわたる部分については、筆者の見解であ

り、文責はすべて筆者が負っている。

注

1) 具体的な関数の導入方法などについては、小松・

加藤・吉田・野城（1992）および小松 (1992）を参

照願いたい。
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論点

新たな土地課税評価基準に向けて
土地価格比準表と財産評価基本通達における画地調整率について

佐藤和男

はじめに

1990年をピークとした近年の地価高騰を契機

として、国土利用計画法の改正による監視区域

制度、地価税の創設をはじめとする土地税制の

強化、さらには都市計画法、建築基準法の改正

による詳細土地利用計画制度などさまざまな土

地制度に関する改変が実施に移された。その多

くは、土地の交換価値一地価に対して抑制ない

しは直接的な下落を狙ったものであったが、こ

れらの諸制度が実施に移されるに先立つて、融

資総量規制を中心とする金融政策の転換などに

より、パフ＋ル経済が崩壊し、地価の大幅な下落

が発生し、今なお、下落状況が続いている。

ここでは、これら諸制度の目標とした地価、

とくに具体的な個々の宅地価格を判定する場合

の公的部門における基礎的な道具が、バブル期

を経てどのように改変され、またされようとし

ており、そのことがどのような問題を有してい

るかを述べようとするものである。

ここで、「基礎的な道具jとは、一方では、

国土利用計画法の取引規制における価格審査に

おいて拠り所とされている土地価格比準表であ

り、他方では、相続税評価などに適用される財

産評価通達による評価基準と固定資産税評価に

適用される固定資産評価基準である。

ところで、 1994年に久しぶ、りに改正された土

地価格比準表は、新不動産鑑定評価基準の具体

化と土地取引実態の実情などを踏まえた内容を

盛り込んだ、ものとして、今後のさまざまの状況
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変化に対応した国土利用計画法の価格審査の拠

り所となるものと思われる。

一方、これに先立つて、 1992年度からの地価

税の導入を前提として、 1991年末相続税財産評

価通達の土地評価部分の全面的な改正が行われ

た。次いで1994年度には、固定資産税について、

1964年度以来の全面的な評価替えが行われ、こ

れによる評価額の上昇が平均3.1倍にもなった

ことなどから、大きな混乱を巻き起こし、評価

対象地の価格水準を中心として、各自治体での

不服審査などの争いが生じたが、その決着を見

ないまま、 1997年度評価替えが新たな評価基準

に基づいて実施されようとしている。

1財産評価通達の改正とその背景

上述のように、 1992年からの地価税の導入を

前提として、 1991年12月18日付をもって、 1964

年以来の相続税の土地の課税評価の準則であっ

た相続税財産評価通達が改められて「財産評価

基本通達」の名のもとに発遣された。

改正の主要項目は、「現在の土地利用等の実

態に適合」と「地価税の導入に対応」とされて

いる。ここでは「現在の土地利用等の実態に適

合」するために行われたとされる土地評価にお

ける画地調整率（路線価で表される地区の価格

水準を個別性の強い個々の宅地の最終的な評価

額へ適用するための計算基準）の全面的な見直

しがどのような背景と理由で行われたか、これ

が国土利用計画法の価格審査において、基準画

地から個別画地の比準への道具である土地価格



比準表一一両者は形の上では非常に類似した計

算表の構成を持っている と整合性を有する

か否かなどからはじめたい。

一般に知られているように、相続税の土地評

価において路線価地域にある個別の宅地の価格

は、評価しようとする宅地が面する路線に付さ

れた路線価を基として、奥行距離などに応じた

画地調整を行って評価するのである。しかし、

この調整率は国税庁によれば、「1961年頃の土

地利用の状況に基づいて1964年に定められたも

のであるため、最近における土地利用の実態、

特に、商業地域における立体的高度利用を伴う

敷地規模の実態に適合していないという指摘が

多方面からあった」とされる。

具体的には「例えば都心の一等地のビル用地

では、従来の奥行価格逓減率によると100メー

トル四方の土地の方が10メートル四方の土地よ

りも約40%低い評価になっていた」という例を

示し、これが「見直しの結果10メートル四方の

土地は従来とは逆に減額される代わりに、 100

メートル四方の土地はほとんど減額されなくな

り、現在の土地利用等の実態に適合した評価が

f子えるようになった」としている。しかしなが

ら、このことは、課税面においては、地価税導

入時の前提であった従来の相続税評価額を基準

とする課税が大幅に変更されることを意味し、

1991年末から1992年の夏にかけて、「奥行逓減

の廃止」として世上をにぎわした。その後、同

通達は、同年8月に至って、急激な変化に対す

る緩和措置が講ぜられることとなり、現在に至

っている。この「奥行逓減の廃止」の課税負担

額への影響は、路線価水準を同ーとした場合、

最高で1.7倍に引き上がる結果となり、無視で

きるものではなかった。

以下、この画地調整率の改変の根拠を、その

基となった闘日本不動産研究所の報告（以下

「報告」という）を参考としながら考察してみ

たい。このことは現在検討中であり、今後改正

が予定される固定資産税評価基準が、先行した

財産評価通達との関係で誤った統一化がされな

さとう・かずお

1933年愛知県生まれ。 1956年東

京大学法学部卒業。建設省、住

宅・都市整備公団を経て、現在、
三井不動産株式会社代表取締役

専務取締役。

著書： f土地法制と土地税制」
（共著、鹿島出版会）
論文 「戦後土地税制史素描j

など。

いことを願う趣旨からでもある 1）。

2ピル街地区の創設と

奥行遺減などの廃止

新通達の最大のポイントは、ビル街地区の創

設とこれに対する画地調整率である。

「例えば、都心部にある高層のオフィスビル

が連たんする地域のように、従来の『繁華街・

高度商業地区Jにおいて標準とされていた画地

規模に比べると、はるかに規模の大きなものが

標準的とされるような地域が出現しています。

そこでこのような地域に対応する地区として

『ビル街地区jを新設し、同時にその地区にふ

さわしい画地調整率を新たに定めたJ（北本高

男「財産評価基本通達早わかり」財団法人大蔵財

務協会、 1992）とされている。

この新しい調整率の根拠となった「報告Jでは、

まず、ビル街区を含む8地区について、地価公示

の官報記載事項のデータを用いて、定量的な区分

基準を作成し、この結果に基づき各用途地区につ

いて定義付けを行う。地積・容積率・建物階層な

どのうち、「容積率と（地積）規模が大きくビル街

区を他の商業系用途地区と区分する場合の要因と

して大きく寄与しており、容積率800%以上で規模

がlOOOm＇以上の場合はビル街区として判定される

度合いが強いことが示されている」としつつ、こ

れを基とした用途地区中ビル街区の定義を、「大都

市（政令指定都市規模）内の容積率の高い地区

（主として都市計画法に定める商業地域内で容積率

700%以上かつ前面道路幅員が12m以上の地区ある

いは総合設計制度等で割増し後の容積率が700%以

上を満たす地区）にあって、銀行、商社等の高層

新たな土地課税評価基準に向けて 29 
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表lー奥行価格補正率表（旧「奥行価格逓減率表」）
ピル街地区（新設） 高度商業地区

奥行 評価 奥行 評価

距離 改正後 改正前 上昇率 距離 改正後 改正前 上昇率

(m) （%） (m) （%） 

20 0.99 0.97 2.1 20 1.00 0.97 3 .1 

30 1.00 0.90 11.1 30 1.00 0.90 11. l 

40 1.00 0.81 23.5 40 0.98 0.81 21.0 

50 1.00 0. 76 31.6 50 0.96 0.76 26.3 

60 1.00 0.70 42 .9 60 0.94 0.70 34.3 

70 1.00 0.66 51.5 70 0.93 0.66 40.9 

80 1.00 0.64 56.3 80 0.92 0.64 43.8 

90 1.00 0.62 61.3 90 0.91 0.62 46.8 

100 1.00 0.61 63. 9 100 0.90 0.61 47.5 

110 1.00 0.60 66. 7 110 0.90 0.60 50.0 
以上 以上

（主として8階建以上）の大型オフィスビル、店舗

が街区を形成し、かつ敷地規模が大きい（lOOOm'

程度以上）地区」とした。

このような用途の定義の下に、報告は、奥行価

格逓減に係る補正率について、「ビル街区は奥行の

長い画地が標準的であり、かつ街区を形成してい

ることから奥行価格逓減がないものと判断し補正

率を1.0とするjとし、さらに、奥行長大減価につ

いても「奥行長大による減価は、ビル街区…・・で

は規模が大きく、建築上の制約が少ないので適用

しないjとしている。

3その問題点

ピル街地区の新設

報告は、用途地区について、ビル街区を含む

8地区を掲げ、従前との対比では、ビル街地区

を新たな用途地区として、繁華街・高度商業地

区から分離・独立させることを前提としてビル

街区とその他の用途地区を判別する作業を行っ

ている。このことは、本来、高度商業系の地区

の統計分析の結果として、「ピル街地区」の新

設の必要性を立証するということでなく、ビル

街地区の新設といった“結論が先にありき”と

の批判を否定できないものでなかろうか2）。

地価公示標準地の代表性

ビル街地区を従来の繁華街・高度商業地区か
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ら分離して特別の用途地域的特性を有する地区

として取り出す作業を行なうにあたって、現在

の地価公示地点のうち商業地標準地にすでに十

分な数のものがあるとの前提にたっている。し

かし、 1991年時点の地価公示標準地から、鑑定

評価上一般に同質のものとして把握がなされる

「高度商業地域」のうちからビル街区を抽出で

きる程度の数の標準地が存するとは考えられな

いし、また、報告には調査対象地が明示されて

いない。

地価公示は制度本来の趣旨が一般の土地取引

の指標に目的があったことから、住宅地を中心

に1kmメッシュで設定されたが、商業系、工業

系は、一般の取引としては少ないこと、いわゆ

る近隣地域の物理的範囲が狭いことなどから、

近隣地域ごとに地価公示地点を設定することは

行われていないことは周知のことである。した

がって、地価公示地点の近隣状況において、た

とえ「ビル街」などの記載があったとしても、

それを取り出すだけで用途特性を一般的に抽出

できる多数の地点が存するとは考えられない。

奥行補正率1.0の妥当性

次に、このように定義されたビル街区につい

て奥行に関する補正率を1.0とする理由として

「奥行きの長い画地が標準的である」ことと

「街区を形成していること」としていることは

問題であろう。具体的にビル街区とされている

地区を例にとっても、個別画地それぞれが街区

を形成していることは、新宿副都心地区のよう

な分譲地で例外的に存在するとしても、課税対

象となる画地のほとんどはそれぞれ角地であっ

たり中間地であったりしており、街区を形成し

ているなどとはいえないものであろう。そもそ

も、正面路線価に対し、中間地（両側に画地が

存する土地）である画地の奥行補正をいかにす

べきかを計算するものが「補正率」である以上、

「街区」すなわち四方道路園地を理由として補

正率の大小を考えること自体無意味なことでな

カ3ろうカ〉。

また、「奥行の長い画地が標準的でありJと



表2 土地価格比準表における格差率（国土庁・土地価格比準表（第6次改訂）高度商業地個別要因比準表より抜粋）

条件 項目 細項目 格 差 の 内 訳 備 考

間口狭小 よ点て 普通 やや 劣る 相劣当にる 極端に 間口狭小の程度について、次により分類し比較を行う。劣る 劣る

普 通 1.00 0.97 0. 94 0.89 0.85 普 通標準的な画地とほぼ同じ間口の画地

やや劣る 1.03 1.00 0.97 0.95 0.88 やや劣る 標準的な画地の間口の0.6以上0.9未満の両地

劣 る 1.06 1.03 1.00 0.97 0.90 劣 る II 0.4以上0.6未満の画地

相当に劣る 1.12 1.09 1.06 1.00 0.96 相劣当にる ！｝ 0.2以上0.4未満の画地

極端に劣る 1.18 1.14 1.11 1. 05 1.00 極劣端にる ／／ 0.2未満の画地

奥行逓減 五点1普通 やや 劣る 相当に 極端に 奥行逓減の程度について、次により分類し比較を行う。劣る 劣る 劣る

普 通 1.00 0.99 0.98 0. 97 0.95 主医立ヨ 通標準的な画地とほぼ同じ奥行の画地

画 問
やや劣る 1. 01 1.00 0.99 0.98 0.96 やや劣る 標準的な画地の奥行の1.3以上1.5未満の画地

劣 る 1.02 1. 01 1.00 0.99 0.97 劣 る ／／ I. 5以上2.0未満の画地
口

相劣当にる相当に劣る 1.03 1.02 1.01 1.00 0.98 ／／ 2.0以上3.0未満の画地

極劣端にる II 3.0以上の画地

極端に劣る 1.05 1.04 1.03 1.02 1.00 〔留意事項〕

地 青3 「面大増価」の細項目を適用する場合には、本項は適用し
ないこと。

奥行短小 ょ~ 普通
やや
劣る
相当に 極端に

奥行短小の程度について、次により分類し比較を行う。劣る 劣る 劣る
状

普 j亘 1.00 0.98 0.95 0.92 0.90 普 通標準的な画地の奥行とほぼ同じ奥行の画地

お
やや劣る 1.02 1.00 0.97 0.94 0.92 やや劣る 標準的な画地の奥行の0.6以上0.8未満の画地

劣 る 1.05 1.03 1.00 0.97 0.95 劣 る ／／ 0.4以上0.6未満の画地

条 よ 相当に劣る 1.09 1. 07 1.03 1.00 0.98 相劣当にる II 0.2以上0.4未満の画地

極端に劣る 1.11 1.09 1.06 1.02 1.00 極劣端にる ／／ 0.2未満の画地

び
奥行長大 五点？ 普通 やや 劣る 相劣当にる 極端に 奥行長大の程度について、次により分類し比較を行う。劣る 劣る

普 通 1.00 0.98 0.95 0.92 0.90 三E也ヨ 通 標準的な園地の間口と奥行の比「l奥間行口lとほぼ同じ画地
地

やや劣る 標未準満的な画地の間口と奥行の比の1.5以上2.0やや劣る 1.02 1.00 0.97 0.94 0.92 
の画地

件 積
劣 る 1.05 1.03 1.00 0.97 0.95 劣 る ／／ 2.0以上3.0未満の画地

相当に劣る 1.09 1.07 1. 03 1.00 0.98 相劣当にる ／／ 3.0以上0.4未満の画地

極端に劣る 1.11 1.09 1.06 1.02 1.00 極劣端にる ／／ 4.0以上の画地

面大増価 よ点T普通 やや 優る 相当に ｛特憂にる 地域における標準的な画地の地積により対象地の地積が｛憂る 優る 大きく、収益が増加する場合、面大増価の程度について、

普 通 1.00 1.03 1.05 1.08 1.10 
次により分類し比較を行う。
普 通標準的な画地の地積とほぼ同じ地積の画地

やや｛憂る 0. 97 1.00 1. 02 1.05 
やや優る 標準宮な画地の地積より大きいため収益性が

1. 07 ややい画地
優 る II 高い匝i地

優
相当に優る ノノ 相当に高い画地

る 0.95 0.98 1.00 1.03 1.05 特に優る ／／ 特に高い画地
〔留意事項〕

相当に優る 0.93 0.95 0. 97 1.00 1.02 対象地の一体利用が可能であり、かつ収益の増加が明
らかであることを条件として適用すること。

特に優る 0. 91 0. 94 0.95 0.98 1.00 
なお、この場合「地積過大」及び「奥行逓減」の項は
適用しないこと。
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する意味が地価公示標準地の多くが奥行の長い

画地という意味であるとすれば、後述するよう

に地価公示標準地はその近隣地域の最もありふ

れた画地形状を有するものである（地価公示

法）実態を述べたに過ぎず、正面路線価からど

の程度減価すべきかは別のことであって、正面

路線価との関係では、地価公示標準地といえど

も減価されるべき要因を有することを無視した

記述ということになろう。

また、同報告は奥行補正率および間口狭小に

よる補正率において、地価公示（平成3年）デ

ータから標準的な奥行・間口からの平均値・標

準偏差などを求めるが、それによるとビル街区

の奥行平均値42.4lm、間口平均値41.lmであ

り、これからすれば、標準的な土地はほぼ正方

形というべく、決して「奥行の長い画地が標準

的であり」などとはいえないものである。

さらに、奥行長大による減価についても単に

建築上の制約の大小によって減価の有無を判断

しているが、画地の形状が奥行長大の場合に単

位価格が減価することは分割処分などの土地取

引を考えれば一般的な常識として考えられるこ

とであり、このような鑑定評価上の一般的な考

え方を「建築上の制約Jという一面的な見方の

みから、減価の必要なしとしたことは全く問題

がある。

4補正率の上限値と土地価格比準表

報告における補正率（調整率）と

土地価格比準表における格差率

報告における補正率（調整率）は、①奥行価

格逓減率、~側方路線影響加算率、③二方路線

影響加算率、④三角地補正率、⑤不整形補正率、

⑥間口狭小補正率、⑦奥行長大補正率、⑧奥行

短小補正率、⑨がけ地補正率、よりなっており、

新通達もこれを整理したものとなっているよう

であるが、共通して、補正（減価）の最大限部

分において旧通達の数値に比し減価が縮減され

（すなわち、評価額の増大をもたらし）ている

が、これについて報告における説明は次のよう
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になっている。

付）奥行補正率

最大補正率の求め方として、「商業地につい

ては奥行の長い画地は表地に対し価値の劣る裏

地を含むこととにより、減価が発生する」とし、

表地の価値1.0に対する裏地の価値を0.8とする

として 裏地0.8は不動産鑑定士の方々の大

方の意見は0.5がせいぜいだろうという意見で

ある一一加重平均した価値は0.87となるとし、

また「国土庁土地価格比準表Jで奥行が極端に

長い場合の格差率商業地で0.95～0.90であるの

で、「減価が最大となる格差率は概ね0.90を中

心とした値となっているので最大補正率を0.90

とした」としている。

（ロ）奥行短小に係る補正率

「補正率は減価が最大となる補正率を求め、

次に標準的な奥行の値からの補正率を求めるj

とし、この補正率を求めるにあたっては、土地

価格比準表の格差率を参考とするとして、同表

の基準値（普通）で対象地（極端に劣る）の最

大減価率（極端に劣る場合）として0.90を採用

するとした。「高度商業地から近隣商業地まで

の商業系の用途について、国土庁土地価格比準

表を見ると、奥行短小の減価が最大となる格差

率はいづれも0.90となっている。ビル街区……

は、比準表の率を参考とし、最大補正率を0.90

とする。」

付間口狭小補正率

全く同様に、減価が最大となる補正率を求め

るにあたっては、土地価格比準表の格差率を参

考とするとし、その最大減価率は高度商業地な

どは、 0.85であるとし、さらに、ビlレ街区につ

いては、「ビル街区は国土庁土地価格比準表の

用途区分では高度商業・準高度商業地に相当す

る。最大減価となる格差率は0.85となっている

が、ビル街区では標準的な間口が広いため間口

狭小による減価が大きいものと判断し、国土庁

土地価格比準表の高度商業地の補正率0.85より

更に減価を強くして、最大補正率を0.80とす

る」ヘ



iニ）奥行長大補正率

奥行長大とは標準的な間口：奥行比率に比べ

て比率の大きい細長い形状をいうが、同報告は、

奥行長大の場合の減価される理由を「建物のレ

イアウトの制約、建築費の増大等の不利益が生

ずる」とその根拠を主として建築上に求めてい

る。次いで、

①ビyレ街区・大工場では規模が大きく建築上

の制約が少ないので適用しないものとする。

②補正率が最大となる値は、比準表で奥行長

大による補正が最大となる値がすべての用

途で0.90であることを考慮して0.90とした。

と記述している。

主要な補正率などの根拠は以上のようであり、

総じて補正率を決定するにあたって、比準表の

基準地（地価公示標準地）との格差率をそのま

ま適用しており、結果として旧基準による減価

率に比し縮小した（評価額の増をもたらす）結

果となっている。なお、上述のようにビル街区、

大工場地に関して、比準表の奥行逓減、奥行長

大減の判断をまったく採用せず、その他の部分

でこのように全面的に参考とすることは結果的

に妥当性を欠くことにならないだろうか。

課税評価における画地補正率と比準表格差率

本来、評価通達は納税者が相続税、地価税の

申告にあたり、各種土地の時価を的確に把握す

ることは必ずしも容易なことではないことから、

このような時価の評価に関する原則と各種財産

の具体的評価方法を定め、評価を統一すること

により課税の公平を図るとともに、これを公開

することにより、納税者の申告の便宜に供して

いるものとされている。したがって、画地補正

率についても税務署間での評価実務を統一し、

地域間で課税に不公平が生じないようにするた

めと納税者が課税財産の価格を算定し、それに

基づいて税額を計算するための簡便な方法が示

されたものと理解すべきもので、補正率の数値

は、いやしくも、理論的に導かれる正当な評価

額を上回ることのないよう細心の配慮がなされ

るべきものであることはいうまでもない。

一般に知られているように、土地の正常価格

の評価については、専門家の不動産鑑定士の複

数の評価に差が生ずることは当然視され、重大

な意味をもっ鑑定（地価公示価格をはじめとす

る公的評価など）においては複数鑑定が要請さ

れていることはこのためであり、課税評価にお

いても、標準価格（路線価）において一定の安

全性・安定性が要請され地価公示価格との聞で

7割または8割の評価割合が設定されているこ

とは周知のことであり、この趣旨は、画地計算

の場においても同様な配慮がなされるべきもの

であることはいうまでもない。

一方、土地価格比準表は国土利用計画法によ

る価格審査を行なう都道府県などが、届出に係

る土地の基準価格（「正常価格J）を求めるにあ

たって、標準地比準方式（地価公示価格などと

の比準により価格を求める方式）を用いうる場

合に原則として適用すべきものとして定められ

たものである（土地局長・地価調査課長通達）。

このため比準表は、地価公示標準地に対しこ

れより劣る画地と優る画地が生ずることをそれ

ぞれ想定し、その格差率についても、減価の程

度をゆるやかなものとしていることなどは、国

土法の価格審査が自由な土地取引きおよびその

価格形成に対する最小限の権利制限を旨として

いることから、当然要請されるところである。

このように、両者の価格評価に対する（画地

補正に対する）アプローチを異にすることを考

えれば、今回の調査が最大格差率を定めるにあ

たって、上述のように比準表の数値を全面的に

採用したことは、その態度において基本的に誤

っていると考える。

正面路線価と地価公示標準地

やや技術的になるが、正面路線価の基礎とな

る標準地と地価公示標準地は異質なものであり、

格差率においてもこのことが前提とされなけれ

ばならない。

前述のように、比準表は、各種の画地補正率

表で、地価公示標準地が、対象地が普通である

場合に、著しく劣る場合を想定しており、この

新たな土地課税評価基準に向けて お



場合には対象地は標準地より増価されることと 表3

なるが、このようなことは、正面路線価からの

減価率の適用のみで側方路線加算率は別とし

て あることと基本的に異なる。このことは、

路線価が、「その路線に面している宅地の標準

的な間口距離及び奥行距離を有するく形または

正方形のもの」で「補正率が適用ないものjと

していることによるもので、いわば路線に面す

る画地のうちで、減価要因のない最高のものの

価格が表示されることとなり、地価公示標準地

が減価要因を有するものが標準地たりうるとの

基本的な位置付けを異にする。報告のもつ基本

的な誤りがここにあると考える。

同報告は、この検討にあたって、「地価公示

データを用い、用途地区別に標準的な奥行・間

口、間口・奥行比を求め、標準的な値以上ある

いは以下の値について補正率を査定した。－

従って、正面路線価は、常にここで定める標準

的画地に対して査定された価格に基づき付設さ

れる」とし、地価公示標準地の価格即路線価と

理解しているがごとくであり、地価公示標準地

といえど、課税上の路線価価格より減価率の適

用を受けることが一般的であることを失念した

ものと解せざるをえない。

地価公示標準地が「土地の用途が同質と認め

られる地域において土地の利用状況、環境、地

積、形状等が当該地域において通常であると認

められる土地」（地価公示法第3条）とあるよ

うに、もっともありふれた土地について設定さ

れることを要請していることから当然の結果で

あって、比準表において地価公示標準地が対象

地に対し「著しく劣る」ことを想定しているこ

とからも明らかである。

この結果、最大格差率を常に地価公示標準地

が普通の時との格差のみを見、路線価の基礎と

なった画地が、それ以上の価値を有する土地で

ありうること、課税評価上の補正率と比準表の

格差率が異なるものであることを見落とし、課

税評価における最大格差率を本来の数値より

（比準表レベルでも）小さなものとしてしまう
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A（比準表 B（最大格差率旧評価基準報告

格差率） 計算値）

高度商業地 0.95 0.90 0 .61 0.9 

準高度商業地 0.95 0.90 

普通商業地 0.90 0.81 0.65 0.9 

近隣商業地 0.90 0.81 

誤りを犯したと考えざるをえない。

具体的に比準表に則して見てみよう。個別要

因比準表中、奥行逓減について見ると、同報告

はたとえば高度商業地について基準地が普通

（標準的な画地とほぽ同じ奥行の画地）で対象

地が極端に劣る（標準的な画地の3.0m以上の）

画地の格差率0.95を最大格差率としているが、

同表で基準地が普通に比し著しく劣る場合を想

定すると、

路線価 基準地 対象地

普通....・ H ・...・ H ・－…・・著しく劣る

1.00 : 0. 95 

1.05………著しく劣る

「路線価対象地J対「著しく劣る対象地」の

格差率は、路線価対象地を1.00とした場合、

1. 05 : 0. 95=1. 00 : 0. 901 

したがって、路線価格との関係では、最大格

差率は0.90との数値が推計される。

このことについて国土庁「比準表解説書jは、

個別画地比準については「最大格差率」は示せ

ないこととして処理しており、比準表格差率が、

標準地を中心としてそれとの上下の格差を示す

にとどまり、最大格差率 路線価のごとき画

地減価をもたらさない画地との格差率一ーを示

せないという立場をとっているようである。

もし、そうだとすれば、筆者の推定最大格差

率を是認するしないは別として、同報告が「国

土庁土地価格比準表で奥行が極端に長い場合の

格差率を見ると次の通りであるJ（表3-A）と

し、「以上により減価が最大となる格差率は概

ね0.90を中心とした値となっているので最大補

正率を0.90とした」とあるのは明らかに誤りで



ある。なお、筆者推計方式によれば、表3のよ

うに、比準表レベルでも0.8の格差を必要とす

る（表3-B）。

このことから、同報告においては、比準表の

格差率を適用することの適否のほかに、その適

用の方法にも誤りがあったというべきであろう。

5新たな評価基準に向けて

以上述べたように、新評価通達の画地補正率

は、その基礎となった報告におけるいくつかの

誤りの上に成り立ったものであり、ピル街区で

は「10メートル四方の土地が減額され、 100メ

ートル四方の土地が減額されない」ことが常に

土地取引の常識であり、いかに奥行が長大であ

っても減価されなかったり、高度商業・繁華街

にあっては、いかに奥行があっても10%程度の

減価にとどまることが常識であると認識された

一時期一一筆者は本当にこれが専門家のコンセ

ンサスであったとは思わないが の不幸な産

物であった評価基準について、ただちに見直し

が必要であると考える。

碓井光明教授も、 1991年12月通達が適正な面

を有していることは否定できないとしながらも、

「ただし、大都市の中心地区における土地の高

度利用が急速に進められた時点のデータを直ち

に評価に反映させるべきかどうかについては異

論があろう。異常要素という側面がありうるか

らである。ことに、ビル街地区、高度商業地区

などにおいて、今後も同様の取引がなされるか

否かは不確実であるJと指摘されており、ビル

街地区についても高度商業地区についても過去

の取引実態の変化と課税基準として安定的に採

用されるべき評価基準を求めて、幅広い検討が

必要であろう九

とくに、地方税法に基づく固定資産税の土地

に対する評価基準（地方税法第388条第 1項に

基づく告示）についても、平成9年度評価替え

を目標に新基準の事前の通知が行われており、

その内容において、奥行逓減率などの主要な部

分について、新通達の内容を取り入れることと

し、暫定的に、逓減率をほぼ同一にするなどの

試みが行われている。このことは、新通達以上

に影響するところが大きく、土地に対する課税

評価に求められる安全性、安定性の観点から、

以上述べたような幾多の疑問のある評価基準を

採用することは、慎重でなければならないと考

える。

なお、 1994年3月の比準表の改正において、

商業地比準表中「面大増価」が盛り込まれこの

場合には奥行逓減の不適用が示されているが、

適用要件として「収益の増加が明らかであるこ

とを条件」などとし、その時々の需給条件によ

り、適用・不適用を委ねたもので、かつてのバ

ブル期に生じた事象への対応と考えられ、需要

条件のいかんにかかわらず、一律的な適用をす

る課税評価基準においては採用できないことは

自明である。

｝主

1) 篠原靖宏「財産評価基本通達（土地等関係）の改

正J（『ジュリスト』 92. 7 .1. 1004号、 17頁以下）また、
これによると、「現在の土地の利用形態に即した調整

率を求めるため、評価の専門機関である例日本不動
産研究所に調整・研究を委託し、その報告を踏まえ

画地調整率の全面的な見直しを行った」としている。
2) ビル街（区）を課税評価基準に設けることは、東

京都においては、昭和39年固定資産税評価基準前よ

り、地方税法の固定資産税評価基準の特例として存

し、この場合も奥行27メートル以上は奥行逓減が適

用されていなかったし、その適用範囲も容積率の700

%以上の丸ノ内・西新宿のみならず、日本橋・赤坂

の中心街区が適用になっていた。このことは、課税

評価額が市場価格に比し著しく低位であったためと

されている。なお、国税庁の指定したビル街区は、

現在では、丸ノ内・西新宿に限られており、適用範
囲を異にする。

3) この間口狭小については、ビル街地区で4m未満、

4m以上6m未満などで減価率が定められているこ
とは上述のようにど、ル街区においてもこのような画

地を想定したもので、すべてが街区を形成し奥行補
正を要しない画地のみとする前提がもろくもくずれ

ている証拠であり、少なくともたとえば間口 4mで

標準的奥行42.4lmの土地について、奥行補正、奥行

長大補正が全くなくて合理性ありといえるだろうか、

疑問を持たざるをえない。

4) 碓井光明「新通達・改正通達の適用開始時期
（下）J （ジュリスト1993.2 .1.1016号116頁）

新たな土地課税評価基準に向けて お
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交通インフラ整備と地価形成
Se-ii Mun and Komei Sasaki, Effects of Urban Transportation System Change on Land Prices in the 
Setting of Owner-Occupied Residence, Journal of Urban Economics (1992). 

1990年代のわが国においては、地域間人口交流が

時代の特徴となっている。「全国一日交通可能圏j

構想下で地域間人口交流緊密化が計画されており、

「四全総総合的点検調査部会報告jにおいても、地

域間人口交流が重要視されている。出生率低下に伴

う人口減少を余儀なくされるなかで、人口交流増加

による活性化を期待する市町村も少なくなし五。人

的・物的移動水準の増加や時間距離の短縮化もめざ

ましい。今日においては、わが国の地域政策は新局

面を迎えており、交通インフラ拡充に伴う地域間の

緊密化がもたらす経済効果を分析することが肝要と

なっているのである。

しかし、交通インフラ整備の経済効果についてモ

デル分析されることはほとんどなかった。都市問題

に関する包括的研究である金本（1994）においても、

新幹線、高速道路、空港などの整備による都市聞の

交通費用の低下の経済効果を分析することは難しい

と述べられている。

以下に紹介する、 Se-iiMunとKomeiSasaki 

の共同論文、”Effectsof Urban Transportation 

System Change on Land Prices in the Setting of 

Owner-Occupied Residence，，は、交通インフラ整

備が地価や都市規模などに与える影響を明らかにす

るものであり、都市経済学全般の流れのなかで画期

的である。しかもこの Mun・Sasaki論文は、先行

研究に見られるいくつかの非現実的な仮定を緩めた

モデルに基づいて都市交通整備の経済効果を分析し

ており、わが国の現状に適合する側面が数多い。

1 Mun-Sasaki論文の特徴および

先行研究との関係

Mun-Sasaki論文には二つの大きな特徴がある。

まず第一は、この論文が複数期間を視野に入れた動

学分析であり、とりわけ、交通整備計画について、

整備計画の発表と整備完了とを明示的に区別して取

り扱っているという点である。
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従来の諸研究の多くは静学分析であり、定常状態

の比較に終始することが多かった。そのような分析

は、交通インフラの整備に要する時聞が短い場合に

は近似として容認されるが、整備の着工から終了ま

でが長期に及ぶ場合には、捉え切れない側面が残っ

てしまうことは否めない。 Mun-Sasaki論文は、都

市交通整備の計画発表と整備完了の時期とを明示的

に区別し、 Anas(l978）、 Brueckner(1980）、 Fu-

jita (1982）、 Wheaton(1982）などの一連の研究を踏

まえた動学分析を行っているので、着工から完了が

長期にわたるわが国の交通インフラ整備の経済効果

の分析枠組みとなりうる。

Mun-Sasaki論文の第二の特徴は、都市の土地所

有者が公的主体ではなくて、私的主体であると仮定

してモデルを構築している点である。都市交通整備

が土地利用や地価に及ぼす影響についての先行研究

は、都市内の土地の所有者を公的主体、あるいは都

市外に居住する地主であると仮定するものであったo

Wheaton (1982）、 Pinesand Sadka (1986）、 Sasaki

(1987）などがその代表例である。そのような想定も

また、一時的接近としては有益であるが、多くの土

地が私有されている現状にかんがみると、やや不適

切であるといわざるをえない。 Mun-Sasaki論文は、

都市の土地所有者が公的主体ではなくて私的主体で

あると仮定しているので、より的確に現実を描写し

ているといえる。

その他の特徴としては、 Marksen and Scheff-

man (1978）や Kanemoto(1985）などに基づい

て、居住地としての住宅の側面とともに、資産とし

ての住宅の側面をもモデルに組み入れている点であ

る。また、均衡分析を行っている点は、 Henderson

and Ioannides (1983）の改良となっている。

2 Mun-Sasakiモデルの概要

次にMun-Sasakiモデルの概要を紹介する。

一端に都心（CBD）が存在する線分状の地域を



舞台とし、家計と私的土地所有者を構成員として分 y+L=z+P,(x)q+kx 

析が展開されている。都市居住者数はN人で一定で となる。また、完全予見を仮定し、 2期目の地価に

あり、都市の法的境界は fである。 ついて予想値が実現するものとすると、 2期目にお

家計は、二期間を視野に入れて行動する。第1期 ける土地売却益が P2(x)qとなるので、 2期目に獲

目に、住宅地を購入して都市に居住して財を消費し、 得する資産水準が、

第2期目には、その住居を売却して売却益を獲得し、

その後は、都市以外に居住するか死亡する。このよ

うにして、資産としての住居の側面がモデル化され

ている。各家計は、 1期目の住居の敷地面積Q、財

の消費量z、2期目に取得する資産水準Wから効用

を得る。ここでは、財については単純化して合成財

とし、ニュメレールとする。居住地と都心との距離

はxであり、居住地から都心への移動については、

単位当たり kの移動費用が必要とされる。当該地域

は、都心への移動費用の負担以外については等質で

あり、住居の敷地面積q、財の消費量Z、2期目に

取得する資産水準Wから得られる効用は、居住地域

に関わらず共通である。

一方、私的土地所有者は、土地の農地利用、ある

いは住宅地としての販売によって得られる利益を最

大化する。住宅地として販売する場合には、その時

期についても選択する。また、私的土地所有者はμ

期間を視野に入れて行動する。

住宅市場は I期ごとに開催される。 1期はn年か

らなるとされているので、各家計はn年間都市に居

住し、その後、一斉に土地を新たな居住者に売却し

て都市を去ることとなる。年利子率を rとする。

家計の主体的均衡

各家計は、価格支配力をもたず、消費財の価格、

地域xにおける地価 P,(x）、単位当たり移動費用

k、1期目の所得Yを所与として、二期間の効用の

現在価値の和を最大化するように、 1期目の敷地面

積q、1期目の財の消費量z、2期目に取得する資

産水準Wを選択するものとする。消費財はニユメレ

ールであるので価格は 1である。 1期目には借入が

可能であるものとし、その水準をLとすると、 l期

目の予算制約は、

W二 P,{x)q-L(l十rt
となる。各家計の効用関数を、

Uニ αlogq＋βlog z＋σlog W 

と特定化すると、 x地点における付け値地価は、

B,(x）三max-}{y bW z-kx｝十日z(x)

s. t. u＝αlog q＋βlog z十σlogW 

ただし、 b一」－(1十r)n

と定義され、この最大化問題を解くことにより、

B,(x)=G(y kx）型宇'Le~＋ bPz(x)

， 、σf n 、且土立

ただし、 G= ___(1'_______1 _!5_ l五I__p____) 
α十3十σ＼bβ／＼α＋(3＋σ／

という家計の付け値地価関数が導出される。

私的土地所有者の主体的均衡

一方、私的土地所有者は、 μ期間の収入の流列を

考慮、して、その土地から得られる収入の現在価値を

最大化する。私的土地所有者についても、家計と同

様に、完全予見を仮定する。当該私的土地所有者の

選択肢は、土地を農地として使用し続けるか、第 i

期目に家計に土地を販売することである。住宅地と

して使用すると農地としての再利用が不可能である

が、農地と等しい収益を産むものと仮定されている。

農地から得られる年当たりのレントを Raとおく

と、農地として使用し続ける場合の収益は、

1十r
Ra三 Pa
r 

となり、第 i期に家計に土地を販売した際の収益は、

cR.~b;+b' 'B1(x) ¥fiE{l,μ} 
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一唱 lただし、 C＝~(l-b)

となる。私的土地所有者は、これらのうち、収益を

最大化するものを選択する。

市場均衡条件の導出

Mun Sasakiモデルにおいては、私的土地所有者

が収益を最大化する水準に均衡地価が定まるので、

第 i期目の地域xにおける均衡条件は、

p 

iE三｛l,μ} 

となる。また、住宅地と農地との境界地mにおける

付け値地価が、宅地供給以外による収入を上回って

はならないので、第 i期の境界地 miについて、

x
 
B
 

L
U
 
＋
 

’hu 

は

2同a
 
R
 

F
L
 
a
 
p
 
x
 
a
 
m
 

一一m
 
B
 

iε｛l, μ} 

という条件の成立が要請されている。また、都市居

住者数に関する条件としては、

fおdx=N
ただし、

r i 当該地域が住宅地として
I 用いられている場合o

o¥(x）二｛
10 当該地域が住宅地として
l 用いられていない場合。

が成立しなくてはならない。

結局、 closedcity modelと同様に扱うことが可

能であるので、以上の均衡条件が導出されている。

これらの均衡条件より、第 i期におけるx地域の地

価 Pi(x）、第 i期における都市の境界地町、第 i

期における家計の効用水準 U1が決定される。

3交通インフラ整備の経済効果

以上を準備として、交通インフラ整備が地価、都

市規模などに及ぼす影響が分析される。とくに、整
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備計画の発表の時期 Tlと、整備の完了の時期 T2

とが明示的に区別され、動学分析が施されている点

が重要である。交通インフラ整備以前の単位当たり

交通費用は k。であり、整備が完了する T2年には

交通費用がkzに低下する。 T2-Tl>nが仮定され、

市場の開催時期 tとTl、T2との関係について以

下の4つの場合に分類して分析が行われている。

[caseO] t<Tl 

；整備計画発表前に市場が開催される場合

[case 1] Tl豆t<T2

；整備計画発表後、整備完了前の期間に市場が開

催される場合で

[easel l] t<T2 n 

; t期土地購入者が都市居住中に交通インフラ

が完成しない場合

[casel-2] T2-n壬t

; t期土地購入者が都市居住中に交通インフラ

が完成する場合

[case 2] T2壬t

；整備完了後に市場が開催される場合

地域xにおける付け値地価 B(x）は、

[case 0］においては、

Bo(x）＝←l_ G(y kox）笠宇~e=ii旦
1 b 

[easel l］においては、

B,(x）ニG(y-kox）生tせ e7+bP,(x)

[easel 2］においては、

B,(x)=G(y k,x）企芋~e7+bP2(x)

ただし、 k,=dko十（1 d)k2 

dニ士宮f(m1rr)
[case 2］においては、

加）ニ占的 kzx）旦土ヂe乎

となる。



これらの関係と上述の均衡条件とをあわせ考える

ことにより、地価水準や都市規模が導出される。

特筆すべきは［case1-1］における帰結である。

まず第lに、 m1<m2が示され、交通インフラ整備

の計画発表から整備完了にかけて、都市規模が拡大

することが示される。また、整備完了後、新たに都

市領域となる m1壬x<m2の地域については、

P1(x)=cRa+ bP2 >Ra 

が成立することが導かれ、この地域に関しては、い

まだ住宅地として利用されていないために、農地と

等しい収益しか産出していないのにもかかわらず、

地価が農地地価を上回ることが理解される。一方、

整備計画発表前においても、整備完了後においても、

この地域の地価が農地地価に等しくなることがモデ

ルから示されるので、都市周縁部においては、交通

インフラのための工事を行っている期間にのみ、地

価が一時的に周辺地域の地価を上回ることがある、

と結論づけられる。これは、 Mun-Sasaki論文の主

要結論の一つである。また、整備計画の発表に伴っ

て、都市規模が必ずしも増加しないこと、効用水準

が逐次的に上昇すること、都心の地価が逐次的に下

落することなども示されている。

[casel-2］についても同様の分析が施されており、

整備計画を発表しでも、整備完了までは効用水準や

都市規模が変わらず、整備完了後にはじめて効用や

都市規模が増加すること、都心の地価は逐次的に下

落することなどが明らかにされている。

4結び

こともできる。その他、完全予見の仮定をはずした

場合などについて検討することも意味があると思わ

れる。今日では、どのような地域聞を結ぶ交通イン

フラを拡充すべきかが問題となっているが、 Mun-

Sasakiモデルを基礎として政策提言することもで

きるであろう。このように、 Mun-Sasaki論文は、

拡張の可能性が高く、この分野の研究を大きく発展

させるものである。
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（藤田康範／慶慮義塾大学経済学部研究助手）

海外論文紹介 39 



センターだより

⑨近刊のご案内
整理をするとともに、「間Jのス 目の報告書です。

ケールごとで環境状態がいかに異 今回の調査においても、研究対

「「間」の環境調節機能による新住 なるかを把握し、これまでの研究 象の時期を戦前にしぼり、戦前の

宅地開発研究」 成果に基づいて「間Jの環境調節 不動産関連資料のなかから次の6

定価3,200円（税込み）

近年、住宅における省エネルギ

ー化を図る方策としては、暖房負

荷を低減する観点から、気密化、

断熱化について主に検討されてき

ました。しかし、関西以南の比較

的温暖な地域において一層の省エ

ネルギー化を進めるには、夏期に

おける冷房負荷の低減を図ること

が重要となっております。

本研究は、こうした視点、より、

これまでただの空隙として扱われ

てきた建物と建物との空間である

「問」をとりあげ、「間」には、建

機能の予測法をまとめたうえで、 つの個別テーマについての研究成

戸建て住宅の「問」に焦点をあて、果をとりまとめています。

その環境状態の実測および 1/50、 戦前日本における不動産金融

1 /10モデルによる隣棟空隙の実 （橋本寿朗）、土地会社の経営動向

験・実測を行い、隣棟空隙の壁面 一両大戦聞の大阪を中心に （長

における形態等のデザインの提案 谷川信）、東京建物の経営動向

をしています。さらに、住宅地に （粕谷誠）、住友の不動産経営（旗

おける「間Jの使われ方や効用に 手勲）、日本における信託会社の

ついて考察しています。 不動産経営の起源（橘川武郎）、

『不動産業に関する史的研究II.I 戦前の不動産業界の同業者団体と

定価3,000円（税込み） その活動（蒲池紀生）。

10月上旬刊行予定 （ ）内は、各テーマの執筆者

不動産業が、明治維新以降、今 です。

日にいたるまで、時代の必要に応

物により日陰がつくられ、風がコ えて生成し、曲折を経つつ段階的 ※当センターの出版物についての

ントロールされることによって温 に発展を遂げてきた過程を実証的 お問い合わせは、例日本住宅総合

度を数度下げる効果があることに に研究することによって、産業と センター・事業部（033264-

注目して、間による熱環境の調節 しての特徴、社会的成立基盤とそ 5901）まで。

機能を多角的に分析したものです。 の変化を明らかにすることを目的

まず、「間Jという新しい概念の とする研究プロジェクトの第2回

編集後記 編集委員

委員長一一吉野直行

委員一一金本良嗣
炎暑に咲くサルスベリの紅色の花 傷跡でもありますが、そこに雑草が 高木新太郎

を見ると、 8/15の玉音放送を聴い 生い茂り真夏の青空が眺められたり 森泉陽子

た後で疎開児童を襲ったあの虚脱感 すると、不謹慎にも〈プレンティ〉

が思い出され、こうした夏を幾度も のなかの小さな解放区を見つけたよ 住宅土地経済

繰り返しているうちに、いつしか50

年の歳月が流れ過ぎました。

思えば戦後間もなくの東京は、焼

け跡に残るコンクリートの基礎を覆

い隠すほどに茂った夏草が、バッタ

やトンボと子供たちの自由の天地で

した。

あの時と同様に、いま都心の市街

地に出来た空き地は、大きな災厄の
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うな気分になるのです。

4年続きのゼロ成長で、住宅土地

部門にも苦痛やキシミが生じていま

すが、いまなお高水準の総生産を維

持し、年々巨額の対外資産を蓄積し

ていることを考えますと、改めて過

剰と不足の意味を問うてみたくなり
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